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第６  健  康  福  祉 

 健康福祉部では、前年度から続く新型コロナウイルス感染症から県民の生命・健康を

守るため、感染拡大の防止を始め、ワクチン接種の推進や相談・検査体制及び医療提供

体制の確保など必要な対策を速やかに実施した。 

 更に、コロナ禍においても急速な少子高齢化の進展や疾病構造の変化等による社会

保障需要の増加への対応のほか、社会・経済情勢の変化等に即したセーフティネットの

構築、災害時等の健康危機管理体制の確保など、県民が将来にわたり共に支え合い安心

して暮らせる社会づくりも併せて推進していく必要がある。 

 これらの課題に的確に対応し、誰もがより長く元気に活躍できる「活力ある健康長寿

社会」を実現するため、健康寿命の延伸、医療提供体制の強化、地域共生社会の実現な

ど、コロナ後の時代を見据えた各種施策を積極的に展開した。 

令和４年度の重点施策 

  １ 新型コロナウイルス感染症対策 

    〇ワクチン接種の促進 

   〇相談・検査体制及び医療提供体制等の確保 等 

  ２ 健康寿命の延伸 

   〇健康づくり 

〇「健康ビッグデータ」の活用 

〇フレイル予防 

  ３ 医療提供体制の強化 

   〇医療機関等の機能分化・連携 

    ・必要病床の確保、地域包括ケア推進 

  〇医療人材育成・確保 

    ・研修医確保、医師の県内定着と偏在解消、働きやすい環境づくり 

看護職員の定着促進 

   〇救急・小児・周産期・災害医療 

    ・ドクターヘリ運航、救急医療機関等の整備、周産期医療対策 

   〇遠隔医療連携推進 

・オンライン診療モデル事業等の実施 

 ４ 地域共生社会の実現 

   〇高齢者福祉の推進 

    ・元気高齢者の活躍応援、施設等の整備支援、介護ロボット等導入支援 

   〇障害者福祉の推進 

    ・障害者の社会参加推進、地域生活支援、強度行動障害者支援 

   〇地域福祉の推進等 

・成年後見制度利用促進、認知症施策推進  

・生活困窮者自立支援の充実、地域包括ケア推進、がん対策推進  

・こころの健康づくり推進、ひきこもり支援、動物愛護推進  



―126― 

１ 健康福祉費 

(１)総務調整費                                       決算額       49,915 千円 

  行政事務費 42,653 千円 

 主管課に行政事務費を計上することにより、年度途中に発生した緊急的な会議 

の開催や故障物品の修理・更新等の行政需要に対応し、円滑な事業運営を図った。 

 

(２)社会参加費                                        決算額         76 千円 

職員が地域社会に積極的に参加することにより、県民の声を聴いてこれを県政 

に反映するとともに、県政の方針や事業等について県民の理解と協力を求める社

会参加費創設の趣旨に沿って、各種団体との会合等の経費を支出した。 

所 属 数 事 業 費 

健 康 福 祉 部 5 所 属     76 千円 

 

(３)保健福祉施設特別維持整備費                      決算額      37,847 千円 

健康福祉部所管の県有施設で緊急に必要となる増改築工事や修繕等に機動的、

弾力的に対応するとともに、早期発注等により県内中小企業の振興に資するよう

努めた。 

工 事 費 委 託 料 修 繕 費 そ の 他 計 

4,152千円 2,667千円 25,500千円 5,528千円 37,847千円 

 

(４)福祉積立基金積立                                  決算額       1,083 千円 

   福祉事業の推進に要する経費の財源に充てるため、新たに 1,083 千円の積立て

  を行った（令和４年度末基金現在高  134,149 千円）。 

 

(５)社会福祉法人等指導育成  決算額 508,234 千円 

① 社会福祉施設職員等退職手当共済事業補助 477,834 千円 

民間社会福祉施設職員の確保と定着を図るため、社会福祉施設職員等退職手当共 

済法に基づき、独立行政法人福祉医療機構が実施している退職共済に補助した。 

 区  分   事  業  費    備   考   

補 助 金 477,834千円 43,400円×11,010人 

② 民間社会福祉施設整備資金利子補助 28,400 千円 

社会福祉法人等が施設を整備する際に独立行政法人福祉医療機構から借り入れ 

た資金の利息の一部を補助し、民間社会福祉事業の適正な運営を支援した。 

補 助 法 人 (施 設 )数 事  業  費 

63(70) 28,400千円 

 

(６)地域あんしん生活支援 決算額   242,116 千円 

認知症高齢者や障害のある人など、地域の支えを必要とする要援護者に対する

支援や自立に向けた取組を一体的に推進し、地域社会のセーフティネット機能の
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強化を図った。 

①   日常生活自立支援 109,788 千円 

（社福）群馬県社会福祉協議会及び県内各市町村社会福祉協議会において、認 

知症高齢者など判断能力が不十分な人を対象に日常的な金銭管理や福祉サービス 

の利用援助等を行うことで、要援護者が地域で自立した生活を送れるよう支援し 

た。 

 区   分   件数 

相 談 件 数 34,058件 

新 規 契 約 件 数 254 

②   福祉サービス苦情解決 7,566 千円 

利用者からの相談、苦情解決のあっせんを行う委員会（運営適正化委員会）を

（社福）群馬県社会福祉協議会内に設置し、福祉サービスの利用者や家族からの

サービス内容や職員の接遇等に対する苦情や意見を広く酌み上げ、サービスの改

善を図った。 

区   分 件数・回数 

苦 情 受 付 等 件 数  80件 

苦情解決セミナー視聴回数 737回 

③   福祉サービス第三者評価 6,649 千円 

福祉サービスの質の向上と利用者への客観的な情報提供を目的とする「福祉サ

ービス第三者評価事業」の推進機関を（社福）群馬県社会福祉協議会内に設置し、

利用者のサービス選択に役立つ情報提供体制の整備を進めた。 

④   成年後見制度利用促進 12,741 千円 

県内の成年後見制度利用促進を図るため、（社福）群馬県社会福祉協議会に委

託し以下の取組を行った。また、市民後見人養成を行う４市に補助を行ったほか、

法人後見立ち上げ支援（４か所）を行った。 

区   分 回数（参加人数） 

普 及 啓 発 セ ミ ナ ー 動 画 配 信 1回      

関 係 団 体 連 絡 会 議 1 （ 16人） 

法 人 後 見 専 門 員 養 成 研 修 1 （ 23 ） 

市 町 村 職 員 向 け 研 修 1 （ 76 ） 

 

(７)県社会福祉総合センター運営  決算額 119,455 千円 

（社福）群馬県社会福祉事業団と県ビルメンテナンス協同組合の共同体を指定

管理者として、群馬県社会福祉総合センター（前橋市）を管理運営した。 

社会福祉施策の総合的な推進を図り県民が心豊かで健やかに暮らせる福祉社会

の実現に寄与するための拠点施設として、センターには県関係機関等が設置され

ているほか、20 の社会福祉等関係団体が入居し、福祉活動を行っている。また、

センター内に設置された大ホールや会議室等は福祉関係者を中心に多くの県民に

利用されており、令和４年度の利用は 5,023 件となった。 
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区   分 貸出件数 

福 祉 関 係 者 の 利 用 4,785件 

そ の 他 の 利 用 238 

 

(８)県福祉マンパワーセンター運営  決算額  56,665 千円 

（社福）群馬県社会福祉協議会を指定管理者として、福祉人材の養成・確保に関

する総合機関である県福祉人材センター（県社会福祉総合センター内）を運営した。 

①   職業紹介事業 

区   分 人数 

新 規 求 人 数 6,096人 

新 規 求 職 者 数 1,430 

就 職 者 数 208 

②   福祉人材確保相談 

ハローワークとの共催による就職面接会や地区別の就職面接会及び大学や専門 

学校への出張相談会などを実施した。 

区   分 人数 

就職面接会参加者数 295人 

③ 研修事業 

社会福祉事業従事者に対する階層別の研修（新任職員研修・中堅職員研修・指導 

的職員研修・施設長研修等）を実施し、福祉従事者の資質向上を図った。 

区   分 人数 

受 講 者 数 1,113人  

 

(９)民生事業振興  決算額    204,510 千円 

地域福祉の推進を図るため、住民の立場で相談に応じ必要な援助を行う民生委

員・児童委員の活動を支援（個人活動 2,808 人、団体活動 125 か所）するととも

に、研修会を開催し、資質の向上を図った。 

区   分 人数  内容 

研 修 会 受 講 者 数 4,213人 
民生委員・児童委員全体研修、中核的委員

合同研修、新任単位民児協会長研修 

 

(10)地域福祉振興                    決算額         5,372 千円 

① 地域見守り支援 

一人暮らしの高齢者や高齢世帯の増加など、地域で支え合う体制づくりがますま 

す重要になる中、宅配業者等民間事業者の協力の下、日常業務の中で住民の異変に 

気付いた場合に市町村の窓口につなげてもらう「地域見守り支援」を実施し、地域 

における見守り体制の充実を図った。 

区   分 事業者数（令和4年度末） 

協 定 締 結 事 業 者 29社･団体 
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② 福祉バス管理委託 5,206 千円 

障害者にも対応した「福祉バス」を運行することにより、障害者等移動困難者の 

社会参加を支援した。 

区   分 人数 

利 用 人 数 758人 

 

(11)生活困窮者等支援                  決算額  1,719,890 千円 

① 生活福祉資金貸付 1,512,967 千円 

 低所得世帯や障害者世帯、援護を必要とする高齢者世帯又は失業によって生活

の維持が困難となった世帯等に対して生活福祉資金の貸付けを行うため、実施主

体である（社福）群馬県社会福祉協議会に対し、人件費、事務経費及び貸付原資

を補助し、円滑な事業実施を図るとともに、生活困難者等に対する経済的自立を

支援した。 

 また、新型コロナウイルス感染症の影響により収入が減少した世帯に対して、

生活福祉資金貸付制度における緊急小口資金等の特例貸付等を実施し、当面の生

活費に関する資金需要に対応した。  

 ＜緊急小口資金等の特例貸付＞ 

区  分  
貸付決定状況  

件  数  金  額  

緊 急 小 口 資 金  1,328 件 252,010 千円 

総 合 支 援 資 金 1,457 728,380 

計  2,785 980,390 

 ＜緊急小口資金等の特例貸付を除く＞ 

区  分  
貸付決定状況  

件  数  金  額  

総 合 支 援 資 金 5 件   1,010 千円 

福 祉 資 金 119    16,341 

教 育 支 援 資 金 103   81,926 

計 227   99,277 

② 住居確保給付金 12,491 千円 

離職者であって就労能力及び就労意欲のある者のうち、住宅を喪失している者

又は喪失するおそれのある者に対して、一定の条件の下、家賃相当額を支給し、

住宅及び就労機会の確保を支援した。 

支給対象者数（県所管分（町村部）） 金額 

62 人 12,491 千円 

③   地域生活定着促進 31,370 千円   

県地域生活定着支援センターを設置し、高齢又は障害のために刑事上の手続又

は保護処分による身体の拘束が解かれた後、自立した生活を営むことが困難であ

ると認められる者の社会復帰を支援した（委託先：（社福）はるな郷（高崎市））。 
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区 分 人数 

支 援 対 象 者 数 236 人 

④   生活困窮者自立相談支援 51,705 千円                                    

 生活困窮者の自立促進を図るため、生活困窮者に対する自立相談支援業務等を 

（社福）群馬県社会福祉協議会等に委託して実施した。      

区 分 件数 

新 規 相 談 件 数 （ 町 村 部 ） 464 件 

 

(12)生活保護                                          決算額  2,851,070 千円  

① 生活保護費の支給 2,676,908 千円 

生活に困窮する県民に対し、困窮の程度に応じ必要な保護を行い、最低限度の

生活を保障するとともに、その自立を助長した。 

県で所管する郡部における保護の実施状況は、月平均 1,294 世帯、1,495 人

で、前年度と比べ被保護世帯数は 23 世帯、被保護者数は 31 人の増だった。 

また、保護率は前年度 0.52％から 0.02 ポイント上がり 0.54％だった。 

なお、県全体における月平均の被保護世帯数 12,852 世帯、被保護者数は 

15,034 人、保護率は前年度 0.77％から 0.02 ポイント上がり 0.79％だった。 

   ＜生活保護費支給状況（郡部分）＞（注：市分は、各市の福祉事務所で集計） 

区 分 年 間 延 べ 世 帯 年 間 延 べ 人 員 事  業  費 

生 活 扶 助 費 13,069 世帯 15,170 人     725,719 千円 

住 宅 扶 助 費 11,420 13,207 302,643 

教 育 扶 助 費 281 424 3,017 

介 護 扶 助 費 4,805 4,913      100,330 

医 療 扶 助 費 13,989 15,801 1,384,832 

出 産 扶 助 費      233 

生 業 扶 助 費 144 146 1,762 

葬 祭 扶 助 費 33 33 6,957 

就労自立給付金  9  9 385 

進学準備給付金 1 1 300 

施 設 事 務 費 860 860 150,730 

計 44,611 50,564 2,676,908 

② 生活保護法第 73 条に係る県費負担 170,614 千円 

市福祉事務所管内における、居住所がないか、又は明らかではない被保護者に

対し、保護費を支出した。 

 

(13)衛生環境研究所運営                                  決算額      98,891 千円 

   県民の健康と安全な生活を守り、公衆衛生と生活環境の向上を図るため、衛生

及び環境行政の技術的中核機関として、試験検査、調査研究、研修指導及び保

健・環境情報の収集・解析・提供を行った。 



―131― 

  ① 試験検査 

区 分 件数 内容 

感 染 制 御 セ ン タ ー    2,630 件 感染症流行予測調査、結核検査 

保 健 科 学 係 

 

   4,718 感染症・食中毒等 の細菌及びウイル ス検査、

衛生動物・寄生虫・原虫検査  

水 環 境 ・ 温 泉 

研 究 セ ン タ ー 

  18,730 環 境 水 質 ・ 大 気 測 定 、 水 道 ・ 温 泉 ・ 廃 棄 物 

測 定 、 環 境 放 射 能 測 定               

計   26,078  

 ② 新型コロナウイルス感染症検査 

検査機器等を購入し、新型コロナウイルス感染症の検査体制を強化した。 

   区 分 件数 内容 

保 健 科 学 係 

 

     119 件 新型コロナウイルス感染症に係るＰＣＲ等検査 

2,598 新型コロナウイルスゲノム解析 

 ③  調査研究 

先駆的な研究や社会的要請の強い諸問題をテーマとして調査研究を実施した。 

区 分 主な研究内容 実施件数 研究経費 

特 別 研 究 河川中のマイクロプラスチックの調査方

法の確立とその展開 など 

3 件  3,903 千円 

 

受 託 研 究 温浴施設における衛生管理方法に関する

検討 など 

2   1,016 

 

２ 監査指導費    

(１)社会福祉施設等指導監査及び医療機関立入検査      決算額      1,780 千円 

 ① 指導監査 

   新型コロナウイルス感染症感染拡大防止の観点から、感染状況に応じて一般指

導監査・実地指導を実施した。 

  ＜実施数＞ 

区 分 対象数  実施数 

社 会 福 祉 法 人  84 か所 13 か所 

社 会 福 祉 施 設 等 57 7 

介 護 保 険 施 設 170 17 

介護保険居宅サービス等 5,346 81 

障 害 児 （ 者 ） 福 祉 施 設 41 3 

障 害 福 祉 サ ー ビ ス 等 878 27 

障 害 児 通 所 支 援 265 38 

計 6,841 186 

②   監査 

      県民からの通報等に基づき、13 事業所に対して機動的に監査を実施した。 

 



―132― 

区 分 実施数 

社 会 福 祉 施 設 等     1 か所 

介護保険居宅サービス事業所等 8 

障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所 等 4 

計 13 

  ③ 集団指導                                             

     新型コロナウイルス感染症感染拡大防止の観点から、Web 形式・動画配信によ

り集団指導を実施した。 

区 分 参加・視聴事業所数 閲覧数 備 考 

集 団 指 導 （ 介 護 ） 23 か所 23 件 Web 形式 

集 団 指 導 （ 障 害 ） 606 3,243 動画配信 

計     629 3,266  

④ 医療機関立入検査                                                         

   新型コロナウイルス感染症感染拡大防止の観点から、感染状況に応じて立入検

査を実施した。 

   ＜実施数＞  

区 分 対象数 実施数 

病 院    82 か所 12 か所 

診療所（病床数が 1～19 床の有床診療所） 34  

計 116 12 

 

３ 医 務 費 

(１)医師確保対策                                      決算額   356,035 千円 

全国的に医師の不足、偏在が深刻化する中、本県においても産婦人科や小児科

を始めとした病院勤務医の不足に対処するため、修学資金貸与等の医師確保対策

に加え、「ドクターズカムホームプロジェクト」として、医学生や若手医師のニ

ーズに即した、より実効性のある施策を実施した。その結果、医師臨床研修マッ

チング数は 108 人となり、３年連続で 100 人以上という高水準を維持した。 

 ① 医師確保修学研修資金貸与 

   県内公的病院等の小児科医、産婦人科医、外科医等を確保するため、勤務を希

望する研修医等に対して、一定期間、県内の特定病院において特定診療科業務に

従事した場合に返還が免除される修学研修資金を貸与した。 

区  分 貸与人員 貸与金額 備      考 

研 修 医  

 

 

  24 人 

 

 

 

 34,020 千円 
 

 

 

一人当たり月額 120,000 円 
（産婦人科医月額 150,000 円） 
小児科医（4 人）、産婦人科医（8 人）、
救急医（6 人）、外科医（5 人）、
総合診療医（1 人） 

 ② 緊急医師確保修学資金貸与 

   地域医療を支える人材を育成するため、群馬大学医学部に設置した地域医療枠
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の学生に対して、一定期間、県内の特定病院において医師としての業務に従事し

た場合に返還が免除される修学資金を貸与した。 

区  分 貸与人員 貸与金額 備      考 

地域医療枠学生
（平成 26～令和
4 年度入学者） 

   109 人 

 

 

 195,276 千円 
 

 

一人当たり月額 150,000 円又は 
100,000 円 
※令和 4 年度の入学者は入学料相
当額 282,000 円加算 

 ③ 医師臨床研修病院支援 

   県内の臨床研修病院を中心に「ぐんまレジデントサポート協議会」を構成し、

群馬県の臨床研修医や専攻医の積極的な確保・支援に取り組んだ。 

区  分 事業量等 事業費 

県内臨床研修病院オンライン合同説明会     2 回 15,897 千円 

県 内 臨 床 研 修 病 院 オ ン ラ イ ン 座 談 会     1 

県 外 医 学 生 に 対 す る 病 院 見 学 助 成  219 人 

県内臨床研修病院ＰＲ動画作成・公開     9 病院 

  ④ 産科医等確保支援                                                           

産科医等を確保するため、医療機関に対し、分娩を取り扱った医師に支給する

手当や周産期に関わる医師等が参加するセミナーの経費に対して補助を行った。 

区   分 補助実績 補 助 額 

産 科 医 等 確 保 支 援 (分 娩 手 当 補 助 ) 16 医療機関 13,213 千円 

周 産 期 医 療 従 事 者 育 成 支 援 群馬大学   803 

計  14,016 

  ⑤ 女性医師等就労支援                                                         

     子育て中の医師が働き続けやすい環境を整えるため、県医師会が実施する「保

育サポーターバンク」に対して補助した。 

区   分 実利用人数 補 助 額 

保 育 サ ポ ー タ ー バ ン ク 77 人 12,459 千円 

 ⑥ 地域医療支援センター運営 53,765 千円 

    医務課内及び群馬大学医学部附属病院内に設置する「県地域医療支援センタ

ー」を運営し、地域医療に従事する若手医師のキャリア形成支援と併せて、医師

の県内定着や地域偏在解消の取組を推進した。 

   また、県内における医師配置の適正化を進めるため、県内各地域の医療事情の

調査分析等を実施した。 

 ⑦ 専門医認定支援 

地域医療に配慮した専門研修プログラムを策定する医療機関に対して補助した。 

            区   分 補助実績 補 助 額 補助先 

地域医療に配慮した専門研修プログラムの策定 5 領域 1,202 千円 前橋赤十字病院 

⑧  医学生修学資金 

   県外医学生等を県内に呼び込み、県内病院に勤務する医師数の増加を図るため、

県外医学生等に対して、一定期間、県内の特定病院において臨床研修及び医師と
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しての業務に従事した場合に返還が免除される修学資金を貸与した。 

区  分 貸与人員 貸与金額 備      考 

県 外 医 学 生 等    23 人  29,400 千円 一人当たり月額 100,000 円 

（医師不足地域での臨床研修を

希望する者 月額 150,000 円） 

  

(２)医務行政推進                                   決算額    582,783 千円 

① 医学会・研修会開催費等補助 

   各種学会等に対して助成を行うことにより、医療従事者の研修機会等の確保を

図った。 

また、医療機関及び検査関連施設における臨床検査の質的向上と信頼性の確保

を図るため、県医師会が行う臨床検査値標準化事業等に対して補助を行った。 

区   分 事業量 事業費 備  考 

医 学 会 ・ 研 修 会 開 催 費 等 補 助  2 か所   350 千円 県 医 師 会 ほ か 

県 臨 床 検 査 精 度 管 理  1 1,343 県 医 師 会 

計  1,693  

 ② 医療安全相談センター運営 

   医療の安全と信頼を高め医療機関における患者サービスの向上を図るため、医

務課内に「医療安全相談センター」を設置し、専任の看護師が患者や家族からの

医療に関する苦情や相談に対応した。 

区 分 相談件数 運営費 

医 療 安 全 相 談 セ ン タ ー 運 営 1,193 件 4,807 千円 

 ③ 有床診療所等スプリンクラー等施設整備等 

患者や職員の安全を確保するため、スプリンクラー等の設置のない有床診療所

等に対して、スプリンクラー等の整備費などを補助した。 

また、地域の医療水準の向上に資するため、共同利用を目的とした高額医療機器

の整備に対して補助した。 

区 分 事業量 事業費 備 考 

有床診療所等スプリンクラー

等施設整備 

 1 か所   12,939 千円 西 片 貝 ク リ ニ ッ ク 

共 同 利 用 施 設 設 備 整 備  2 60,756 済 生 会 前 橋 病 院 

太 田 記 念 病 院 

計  73,695  

 ④ 医療機関等における物価高騰対策 

物価高騰の影響を価格転嫁できない医療機関等のうち、物価高騰対策（経費節

減など施設運営の工夫）を策定し、対策を公表する医療機関に対して、支援金を

支給した。 
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区 分 事業量 事業費 備 考 

物価高騰対策に取り組む

医療・介護・福祉施設支援金

（医療機関等分） 

1,689 件 463,350 千円 病院・有床診療所  86 件 

一般診療所・歯科診療所   1,055 

助産所・施術所  548 

 ⑤ 勤務医の労働時間短縮に向けた体制整備事業 

医師の労働時間の短縮を図るため、医療機関が行う勤務医の労働時間短縮に向

けた体制整備事業に対して補助を行った。 

区 分 事業量 事業費 備 考 

勤務医の労働時間短縮に向け

た体制整備 

2 か所 26,247 千円 伊勢崎佐波医師会病院 

原 町 赤 十 字 病 院 

 

(３)救急医療対策                                        決算額   894,053 千円 

県内の救急医療需要に対応するため、次の支援策を講じ、初期、第二次、第三

次及び小児の救急医療体制を整備した。 

   また、メディカルコントロール体制を確立し、救急医療機関と消防機関の連携

を強化した。 

 ① ドクターヘリ運航 

   必要な医療機材を装備し、専門医及び看護師が搭乗して救急現場等へ急行する

「ドクターヘリ」を運航した。 

   また、栃木県、茨城県、埼玉県、新潟県と広域連携運航を行い、重複要請等に

対応できる体制を整えた。 

区 分 事業費 備 考 

ド ク タ ー ヘ リ 運 航 281,698 千円 前橋赤十字病院補助 

出動回数 524 回 

② ぐんま統合型医療情報システム運営 

「ぐんま統合型医療情報システム」を運用し、救急医療や災害医療に必要な情

報を収集し、消防本部や医療機関に提供した。 

また、多くの県民や患者が医療機関を適切に選択できるよう、病院・診療所等

の医療機能情報（診療科目、診療時間、専門医の有無、対応可能な治療法及び医

療の実績等）をインターネット上で提供した。 

区 分 事業量 事業費 備 考 

統合型医療情報システム運営 365 日 12,482 千円 国 際 航 業 ( 株 ) 委 託 

③ 救命救急センター運営費補助等 

重篤な救急患者を原則 24 時間体制で受け入れる救命救急センターの運営費を

補助することで、地域住民の救急医療体制を確保した。 

また、急性期を脱した救急患者の転院等を調整する救急患者退院コーディネー

ター（看護師、社会福祉士等）を設置する救急医療機関に対して補助を行い、救

急医療の病床を効果的に活用した。 
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区 分 事業量 事業費 備 考 

救命救急センター運営費補助 

 

 2 か所 

 

157,134 千円 

 

前 橋 赤 十 字 病 院 

太 田 記 念 病 院 

救急患者退院コーディネーター

設 置 補 助 

35    37,470 前 橋 赤 十 字 病 院 

ほ か 3 4 病 院 

計 194,604  

④ 心身障害児(者)歯科診療事業委託 

県歯科医師会に当該事業を委託し、一般の歯科診療機関において診療困難な心

身障害児(者)の歯科診療体制を確保した。 

区 分 事業量 事業費 備 考 

心身障害児(者)歯科診療事業委託  233 日   20,400 千円 県 歯 科 医 師 会 

延患者数 3,754 人 

⑤ 救急・周産期・小児医療機関院内感染防止対策 

新型コロナウイルス感染症が疑われる救急患者を受け入れる医療機関が実施す

る、院内感染防止に必要な設備整備等を補助し、救急医療体制を確保した。 

区 分 事業量 事業費 備 考 

救急・周産期・小児医療

機関院内感染防止 対策 

30 か所 

 

175,450 千円 

 

群馬大学医学部附属病院 

ほか 29 か所 

⑥ 小児救急医療支援 

休日及び夜間における子どもの救急医療体制を確保するため、小児科を標榜す

る病院群が輪番を組み専門医及び病床を確保する「小児救急医療支援」を実施し、

24 時間 365 日、小児救急患者を受け入れられる体制を整えた。 

区 分 事業量 事業費 備 考 

小児救急医療支援 11 か所 120,887 千円 前橋赤十字病院ほか 10 か所 

休日・夜間受入患者数 9,684 人 

うち入院患者数 1,592 人 

 ⑦ 子ども医療電話相談（#8000） 

   県民の不安軽減を図るため、保護者等からの小児救急等に係る電話相談を受

け、家庭での対処方法などの助言や医療機関情報の案内を行う「子ども医療電話

相談」を運用した。 

区 分 事業量 事業費 備 考 

子 ど も 医 療 電 話 相 談 

（#8000） 

365 日 

 

28,875 千円 

 

ティーペック(株) 

相談件数 19,822 件 

 

(４)周産期医療対策                                     決算額    200,907 千円 

① 周産期医療対策 

妊産婦や新生児を円滑かつ安全に搬送するため、県内ＮＩＣＵの空床情報等を

共有する周産期医療情報システムを運用するとともに、ＮＩＣＵ等に長期入院し

ている小児を支援するため、県立小児医療センターに支援コーディネーター（看
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護師１人）を配置した。 

区 分 施設数 事業費 

周産期医療情報システム運用 34 か所 2,548 千円 

Ｎ Ｉ Ｃ Ｕ 等 入 院 児 支 援   1 5,531 

計   8,079 

② 周産期母子医療センター運営費補助 

専門的な治療が必要な妊産婦や新生児に高度な医療を提供する体制を維持する

ため、総合周産期母子医療センター及び地域周産期母子医療センターの運営費を

補助した。 

区 分 施設数 事業費 備 考 

総合周産期母子医療センター  1 か所 13,416 千円 小児医療センター 

地域周産期母子医療センター  7  138,539  群馬大学医学部附属 

病 院 ほ か 6 か 所 

計 151,955 

③ 在宅医療未熟児等一時受入 

ＮＩＣＵ等へ長期に入院する医療依存度の高い小児患者についてＮＩＣＵ等退

院後においても医療機関で一時的に受け入れられる体制を整備した。 

区 分 施設数 事業費 備 考 

在宅医療未熟児等一時受入 2 か所 8,272 千円 小児医療センター 

桐生厚生総合病院 

④ 新生児搬送用保育器整備 

地域における新生児救急搬送体制を整備するため、新生児搬送用保育器を県内

12 か所に整備・運用した。 

区 分 施設数 事業費 備 考 

新生児搬送用保育器整備 12 か所 1,641 千円 佐藤病院ほか 11 か所 

⑤ 地域周産期医療確保整備 

周産期医療に従事する医師、助産師、看護師等や、母体・新生児の救急搬送等

に従事する救急救命士を対象に、研修会を開催した。 

また、身近な地域で安心して出産できる環境を整備するため、医療機関に対し

て、分娩取扱施設の設備整備費用を補助した。 

区 分 実施数 事業費 備 考 

新 生 児 蘇 生 法 研 修 会 5 回 528 千円 参加者  84 人 

分 娩 介 助 研 修 会 2   2,477  参加者 23 

分娩取扱施設設備整備  5 か所 25,652  フクイ産婦人科クリニック 

ほか 4 か所 

計 28,657  

 

(５)災害医療対策                                        決算額    14,173 千円 

大規模災害等発生時において、限られた医療資源で一人でも多くの傷病者を救
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命するため、災害拠点病院等の整備やＤＭＡＴ（災害派遣医療チーム）による訓練

の実施など、災害発生時に必要となる災害医療体制を充実・強化した。 

区 分 事業量 事業費 備 考 

災 害 医 療 研 修 5 回     5,861 千円 受講者計 156 人 

災害拠点病院施設設備等整備 1 か所 7,073× 済生会前橋病院 

そ の 他 事 務 費 等    1,239    

計 14,173    

 

(６)過疎地域医療対策                                    決算額   167,623 千円 

過疎地域等における医療体制を確保するため、へき地診療所及びへき地医療拠

点病院に運営費を補助したほか、へき地医療支援機構に対して担当医師設置に係

る経費を補助した。 

また、へき地に勤務する医師を確保するため自治医科大学の運営費を負担した。 

区 分 事業量 事業費 備 考 

へき地診療所運営費補助 

 

 

 1 か所 

 

 

 11,682 千円 

 

 

安中市病院事業 

 碓氷病院細野出張診療所 

 碓氷病院入山出張診療所  

へ き 地 医 療 拠 点 病 院 

運 営 費 補 助 

 

 2 

 

 

 10,048 

 

 

独立行政法人国立病院機構沼田病院 

社会医療法人輝城会（沼田脳

神経外科循環器科病院） 

へ き 地 医 療 支 援 機 構 

担 当 医 師 経 費 補 助 

 1 

 

   708 

 

西吾妻福祉病院 

 

へ き 地 診 療 所

施設及び設備整備費補助 

 

 6 

 

 

11,127 

 

 

中之条町（四万へき地診療

所、六合診療所）、上野村

（上野村へき地診療所、上野村

へき地歯科診療所）、神流町

（中里診療所、万場診療所） 

自治医科大学運営費負担  1 大学 134,000  令和 4 年度在校生 16 人  

そ の 他 事 務 費     58  

計 167,623  

 

(７)保健医療計画推進                               決算額   178,084 千円 

① 県保健医療計画推進 

   第９次群馬県保健医療計画について、策定に向けた基礎調査を実施するととも

に県保健医療計画会議など各種会議を運営した。また、地域医療構想について、

地域の現状や課題に係る議論や公立病院経営強化プランの策定に向けた意見交換

を実施した。 

② 重粒子線治療推進 

   患者の経済的負担の軽減を図るため、治療費の借入れに係る利子補給を行った。 
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区 分 事業費 備 考 

重 粒 子 線 治 療 費 利 子 補 給 71 千円  補給金交付者 3 人 

③ 病床機能分化・連携推進 

   回復期病床の転換等を促進するため、施設及び設備整備を支援した。また、将

来の医療需要等を見据えつつ、地域の実情に応じた質の高い効率的な医療提供体

制を構築するため、病床数の減少を伴う病床機能再編を支援した。さらに、循環

器系疾患に係る医療連携体制を強化するため、「循環器病対策病診連携推進事

業」を実施した。 

     区 分          事業量 事業費 備 考 

病 床 機 能 分 化 ・ 連 携 推 進 

（施設整備費補助・設備整備費補助） 

1 か所 54,047 千円 関口病院 

病 床 機 能 分 化 ・ 連 携 推 進 

（ 病 床 機 能 再 編 支 援 事 業 ） 

 1 

 

104,880

   

下仁田南牧医

療事務組合 

循 環 器 病 対 策 病 診 連 携 推 進  1 2,000  県医師会 

計 160,927      

④ 遠隔医療連携推進 

   県内における遠隔医療の実施体制を構築するため、過疎地域及び周産期医療分

野におけるオンライン診療モデル事業を実施した。また、県内医療関係者にオン

ライン診療について理解を深めてもらうため、県医師会及び特定非営利活動法人

日本遠隔医療学会共催のもと、オンデマンド配信形式でセミナーを開催した。 

区   分 事業量 事業費 備    考 

過疎地域におけるオンラ

イン診療モデル事業 

1 か所 357 千円 日本遠隔医療協会 

オンラインを活用した周

産期モデル事業 

2 1,100   産婦人科舘出張佐藤病院、 

利根中央病院 

計 1,457    

⑤ 外国人患者受入整備 

   新型コロナウイルス感染症の疑いのある外国人が医療機関を適切に受診できる

環境整備を行う医療機関に対して補助を行った。 

区   分 事業量 事業費 備  考 

外 国 人 患 者 受 入 整 備  2 か所 1,967 千円 群馬中央病院、 

原町赤十字病院 

 

(８)地域医療介護総合確保計画                    決算額  4,506,351 千円 

医療介護総合確保推進法に基づき、医療・介護サービスの提供体制改革に取り

組むため、群馬県地域医療介護総合確保計画を策定し、事業実施に必要な額を地

域医療介護総合確保基金に積立した。 
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(９)看護師等指導養成                                   決算額     783,033 千円 

  ① 看護職員資質向上推進 

   看護職員の質向上のため、各種講習会等を実施し、看護業務の充実を図った。 

区   分 日数 受講者数 事業費 備 考 

一般就業助産師再教育講習  2 日 110 人    221 千円 県助産師会委託 

訪 問 看 護 研 修  42 

 

 

59 

 

 

4,090 

 

 

県看護協会委託 

ステップ 1  18 人 

指 導 者 編   7 

入門プログラム 34 

計  44 169 4,311  

② 看護師等養成所運営費等補助 

 看護職員の養成力の充実を図るため、看護師等養成所に対して、運営費や施

設・設備整備費の補助を行った。 

区   分 対象校数 事 業 費 

運 営 費 補 助 16 校 211,185 千円 

設 備 整 備 費 補 助 10  5,805 

計 26 216,990 

③ 看護職員修学資金貸与 

   看護職員の県内定着を図るため、県内の看護師等養成所に在学し、卒業後県内

の医療機関等に勤務しようとする学生に対して、県の定める免除対象施設に５年

間就業することによって返還免除となる修学資金を貸与した。 

区  分 貸与人員 貸与金額 備      考 

助  産  師     １人      432 千円 一人当たり月額 民間立 36,000 円 

看  護  師    92   35,880 一人当たり月額 国公立 32,000 円

一人当たり月額 民間立 36,000 円 

准 看 護 師    56   13,860 一人当たり月額 民間立 21,000 円 

その他事務費     1,833  

計  149   52,005 貸与者の免除対象施設への就職率 83.0% 

（令和 5 年 3 月卒業生） 

 ④ ナースセンター運営 

未就業の看護職有資格者の再就業を促進するため、県看護協会に「ナースセン

ター」の運営を委託し、無料職業紹介や潜在看護職員復職支援研修等を実施した。 

区   分 事 業 量 事 業 費 

無料職業紹介 再就業者数    ×507 人 

相談件数     ×5,895 件 

 

23,449 千円 

 

 

潜在看護職員復職支援研修 開催数 3 回 受講者  6 人 

看 護 力 再 開 発 講 習 会 開催数 3 回 受講者 17 

 ⑤ 院内保育施設運営費補助 

   子どもを持つ医療従事者の離職防止と再就業促進を図るため、保育施設を設置

している病院等に対して、院内保育所の運営費を補助した。 



―141― 

区   分 事 業 量 事 業 費 

運  営  費  補  助 32 病院       79,205 千円       

 ⑥ 「看護の日」記念行事 

   看護の日（５月 12 日）の記念行事として、優良看護職員知事表彰及び記念事

業を実施した。 

区   分 人数等 事 業 費 

優 良 看 護 職 員 知 事 表 彰 彰 被表彰者 40 人 300 千円 

看 護 の 仕 事 展 示             2 か所 

 ⑦ 新人看護職員研修 

新人看護職員の離職防止及び質向上を図るため、新人看護職員を対象とした研

修を実施する病院等に対して研修費用を補助したほか、指導者向け研修を実施した。 

また、全ての施設で新人看護職員の研修体制が整えられるよう、県看護協会に委

託して地区別研修等を実施した。 

区   分 事 業 量 事 業 費 

新人看護職員研修事業補助 52 病院等 21,563 千円 

研修及び研修推進事業委託 受講者 638 人 3,037 

計  24,600 

 ⑧ 院内研修用設備整備費補助 

   病院に勤務する看護職員の看護技術の向上を図るため、院内研修等で使用する

看護実習シミュレーター等の設備整備費用を補助した。 

区   分  事 業 量 事 業 費 

院 内 研 修 用 設 備 整 備 費 補 助 5 病院 2,839 千円 

 ⑨ 看護師特定行為研修支援 

   在宅医療を推進するため、医師等の判断を待たずに、手順書により一定の診療

の補助を行う看護師（特定看護師）を養成する事業に対して補助した。 

区   分 事 業 量 事 業 費 備  考 

特 定 行 為 研 修 受 講 費 補 助 22 施設 

（33 人） 

 8,442 千円 群馬大学医学部附属病院 

ほか 21 施設 

特定行為研修機関設置補助 1 機関 8,504  県 民 健 康 科 学 大 学 

計  16,946  

 ⑩ 助産師活用推進 

  県内助産師の偏在是正及び助産実践能力の強化支援を目的として、県看護協会

に委託して助産師活用推進事業を実施し、医療機関間の助産師の出向や受入れに

対して支援した。 

区   分 事 業 量 事 業 費 

助 産 師 活 用 推 進 協 議 会 の 

設 置 及 び 運 営 委 託 

協議会開催  年 ×2 回 

出向支援       2 件 

        1,177 千円 

 ⑪ 看護職員等処遇改善補助 

   地域で新型コロナウイルス感染症に関する医療など一定の役割を担う医療機関
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に勤務する看護職員等の継続した賃金改善が実施されるよう、医療機関に対して

賃金改善に係る費用を補助した。 

区   分 事 業 量 事 業 費 

看 護 職 員 等 処 遇 改 善 補 助     43 施設         341,383 千円 

そ の 他 事 務 費         541 

計      341,924 

 

(10)病院事業会計繰出                                    決算額  5,791,221 千円 

各専門分野における高度・専門医療を受け持ち、県民医療の向上を担う県立病

院に対して、地方公営企業法に基づき一般会計が負担すべき経費を繰り出し、医

療施設の充実及び経営の健全化を図った。 

区   分 収益的収支負担金 資本的収支負担金 合   計 

心臓血管センター 

が ん セ ン タ ー 

精神医療センター 

小児医療センター

病院局経営戦略課 

806,666 千円 

967,635 

843,077 

1,686,868 

22,037 

      440,452 千円 

      486,863 

      311,889 

      225,734 

            

 1,247,118 千円 

 1,454,498 

  1,154,966 

 1,912,602 

    22,037 

計 4,326,283 1,464,938  5,791,221 

 

４ 介護高齢費 

(１)高齢社会基本対策                             決算額   12,266 千円  

敬老意識の普及を図るため、県内男女最高齢者に対し慶祝状と生花を贈呈した。 

また、在宅の要援護者を支援するため介護慰労金支給事業を実施する市町村に

対し、在宅要援護者総合支援として補助を行った。 

区   分 事 業 量 事 業 費 

敬 老 の 日 長 寿 者 慶 祝 

 

慶祝品贈呈      2 人 

記念品配送    481 件 

757 千円 

 

在 宅 要 援 護 者 総 合 支 援 補助対象   21 市町村 9,595 

そ の 他  1,914 

計  12,266 

 

(２)元気高齢者総合支援                                決算額  112,032 千円  

高齢者の豊かな経験・能力を活かしいつまでも元気に暮らすことができるよ

う、高齢者の生きがいや健康づくりに関する事業を実施した。 

区   分 事 業 費 事 業 内 容 

県長寿社会づくり財団運営 74,470 千円 

 

 

 

「ぐんまときめきフェスティバル」・「長

寿社会・私のメッセージコンクール」の

開催や情報誌「ときめき群馬」発行等の

取組に対し助成 
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区 分 事 業 費 事  業  内  容 

高齢者の生きがいと 

健 康 づ く り 支 援 

28,073 千円 

 

単位老人クラブ及び市町村老人クラブ連

合会の活動を支援 

県老人クラブ連合会補助 8,758 

 

 

老人クラブ等活動推進員設置のほか、

「老人福祉県民大会」の開催や高齢者軽

スポーツ普及推進等の取組に対し助成 

群馬はばたけポイント

制 度 推 進 

 

110 

 

 

市町村が行う「介護支援ボランティアポ

イント制度」を補完する本県独自の制度

「群馬はばたけポイント制度」を推進 

ぐんまちょい得シニア

パ ス ポ ー ト 推 進 

 

 

521 

 

 

 

 

高齢者の積極的な外出を促し、地域との

つながりの強化や健康維持を図るため、6

5 歳以上の高齢者を対象とした「ぐーちょ

きシニアパスポート」を作成・配布する

とともに、協賛店舗を拡大（3 年度: 1,89

4 店舗→4 年度:1,901 店舗） 

そ の 他  100  

計 112,032  

 

(３)老人福祉施設等運営指導                              決算額   756,279 千円 

家庭環境、住宅事情等により居宅での生活が困難な者が入居する軽費老人ホー

ムの利用料減免分について補助を行った。また、県老人福祉施設協議会が行う施

設職員に対する研修事業等に係る経費の一部を支援した。 

区        分 事 業 量 事 業 費 

軽 費 老 人 ホ ー ム 利 用 料 補 助 41 施設    754,319 千円 

県老人福祉施設協議会研修事業費補助 ×1 団体      1,200 

そ の 他           760 

計  756,279 

 

(４)老人福祉施設整備費補助                              決算額    212,398 千円 

県高齢者保健福祉計画に基づき、特別養護老人ホームの整備費に対する補助を

行い、令和４年度末における開所ベースでの特別養護老人ホーム整備数は、197

施設(12,661 床)となった。 

また、老朽化の進んだ施設の大規模修繕に対し補助を行った。 

区            分 対象施設数 事 業 費 

特別養護老人ホーム整備費補助 1 施設 128,240 千円 

大 規 模 修 繕 費 補 助 9  84,158 

計 ×212,398 
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(５)高齢者施設等防災・減災設備整備等補助               決算額    15,004 千円 

高齢者施設等の防災・減災対策を推進するため、水害対策に伴う改修及び非常

用自家発電設備の整備に対し補助した。 

区          分 対象施設数 事 業 費 

非常用自家発電設備整備    ×1 施設 15,004 千円 

 

(６)感染症対策を徹底した介護サービス提供支援          決算額     17,906 千円 

高齢者施設・事業所が新型コロナウイルス感染症対策を徹底した上でサービス

提供を継続できるよう、感染拡大時等における衛生用品の需給逼迫に備え、備蓄

及び配布を行った。 

また、施設内における感染者発生により介護職員が不足する場合に他の施設か

ら応援職員を派遣し、サービス提供が継続できる体制構築を継続して実施した

（登録 158 施設、237 人）。 

 

(７)介護老人保健施設等対策                            決算額     6,690 千円 

高齢者施設における入居者の処遇向上を図るため、施設職員等を対象とした研

修会を実施した。 

また、独立行政法人福祉医療機構等から融資を受けている民間介護老人保健施

設に対し、建設資金の借入残高５億円を上限に償還利子への補助を行った。 

区        分 対象施設数実績 事 業 費 

有 料 老 人 ホ ー ム 等 に お け る 虐 待 防 止 研 修 

（ 専 門 家 派 遣 研 修 ） 

2 施設     18 千円 

民 間 介 護 老 人 保 健 施 設 整 備 資 金 利 子 補 助   20 6,360 

そ の 他  312 

計 6,690 

 

(８)地域医療介護総合確保対策                           決算額        251,577 千円 

地域医療介護総合確保基金を活用して、地域に密着した介護拠点の整備を支援

するとともに、特別養護老人ホーム等の開設準備経費や施設での看取り環境の整

備経費等を補助した。 

また、必要な介護サービスを継続して提供できるよう、介護施設等における新

型コロナウイルス感染拡大防止対策への支援を行った。 

① 地域密着型介護拠点等整備 

地域の実情に応じた介護サービスの提供を推進するため、定員 29 人以下の地

域密着型介護施設等の整備促進を図った。 

区       分 対象施設数 事 業 費 

認 知 症 高 齢 者 グ ル ー プ ホ ー ム 2 施設 67,200 千円 

小 規 模 多 機 能 型 居 宅 介 護 事 業 所     ×1 ×33,600 

計 ×100,800 
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② 開設準備経費等補助 

特別養護老人ホーム、地域密着型サービス施設等の円滑な開設のため、介護職

員等の雇上げ費用や備品購入経費等について補助した。 

また、大規模修繕時に併せて行うＩＣＴ等導入経費を補助した。 

ア 開設準備経費補助 

区      分 対象施設数 事 業 費 

特 別 養 護 老 人 ホ ー ム 1 施設 33,560 千円 

認知症高齢者グループホーム    3 28,594 

小規模多機能型居宅介護事業所    1 7,551 

計 69,705 

イ 大規模修繕に伴うＩＣＴ等導入経費補助 

区 分 対象施設数 事 業 費 

特 別 養 護 老 人 ホ ー ム 3 施設 23,844 千円 

介 護 老 人 保 健 施 設    1 42,000 

計    65,844 

③ 介護施設等における感染拡大防止対策に係る支援 

介護施設等における新型コロナウイルスの感染拡大を防止するため、ゾーニン

グ環境等の整備経費を補助した。 

区        分 対象施設数 事 業 費 

ゾーニング環境等の整備経費補助 6 施設 15,228 千円 

 

(９)介護人材確保対策                                   決算額   1,429,263 千円 

将来にわたり介護サービスの安定的な供給体制を確保するため、介護職への新

たな人材の参入促進や介護職員の職場定着及び資質向上に向け、関係団体と連携

し介護人材確保対策を実施した。 

区     分 事 業 量 事 業 費 

介 護 福 祉 士 修 学 資 金 等 貸 付 

 

 

修学資金           151 人 

実務者研修受講資金   69 

再就職準備金      46 

    5,246 千円 

 

 

外 国 人 介 護 人 材 受 入 準 備 講 座 参加者数      70      139 

介 護 人 材 参 入 促 進 9 団体     6,110 

介 護 未 経 験 者 等 講 習 支 援               1     180  

学 生 等 就 職 支 援   1 29 

介 護 実 習 支 援               1             26   

介 護 助 手 養 成 支 援               1       381 

介 護 職 員 初 任 者 研 修 支 援               5    1,297 

介 護 に 関 す る 入 門 的 研 修 支 援 市町村補助         5 

委託          2 

    2,471

   

外国人介護人材受入施設等環境整備         57 事業所     5,468 
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区     分 事 業 量 事 業 費 

介 護 業 雇 用 管 理 等 相 談 援 助

（ぐんま介護人材育成制度を含む） 

 

 

 

 

相談援助           459 件 

専門家派遣         46 

ぐんま介護人材育成宣言事業

者認定(累計)       165 事業者 

ぐんま介護人材育成認証事業

者認証(更新を含む)     5 

10,074 千円 

  

 

 

 

 

介護分野技能実習生等日本語研修 修了者数       59 人     2,198 

介 護 ロ ボ ッ ト 等 導 入 支 援 

 

介護ロボット       378 台 

見守り機器通信環境整備    20 事業所 

ＩＣＴ機器導入支援    35 

81,086 

介護職員に対する悩み相談窓口設置 電話相談          171 件   

来所相談      101 

3,193 

介 護 職 員 処 遇 改 善 支 援    717 法人 1,306,541 

県ホームヘルパー協議会研修会補助 3 回 

受講者数     延べ 150 人 

   1,557 

   

現任介護職員キャリアアップ支援 7 団体 2,243 

代替職員の確保による研修等支援 5 事業者 529 

認 知 症 ケ ア 研 修 2 団体 403 

そ の 他        ×92 

計 1,429,263  

 

(10)介護研修                                             決算額     29,705 千円 

介護職員の資質向上と中核となる人材を育成するため、「ぐんま認定介護福祉

士養成研修」、「認知症介護指導者養成研修」及び「介護知識・技術普及啓発研

修」を実施した。 

区 分 事 業 名 回数 修 了 者 数 事 業 費 

ぐんま認定介護福祉

士養成 

養 成 研 修 1 回 23 人 10,374 千円 

認知症介護指導者養

成 

 

 

 

 

認 知 症 介 護 基 礎 研 修

（ e ラ ー ニ ン グ ） 

随時 511 × 11,892   

 

 

 

 

 

認知症介護実践者研修 6 回 203 ×

認知症介護実践ﾘｰﾀﾞｰ研修    1 32×  

認知症対応型管理者研修     2 65 

ほ か 合 計 7 研 修  延べ 902×  
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区 分 事 業 名 回数 修 了 者 数 事 業 費 

介護知識・技術普及

啓発 

 

 

 

 

 

食事ケア・口腔ケア講座 2 回   46 人 × 3,392 千円

   

 

 

 

 

 

医 学 的 基 礎 知 識 講 座 2 57 

終末期を支えるケア講座 2 42 

認知症の人の気持ちを

理解しケアに活かす講座 

2 38 

認知症ケアの基本的理解 2 43 

ほか合計 12 講座  延べ 390 

喀 痰 吸 引 等 研 修 指導者講習 2   59 2,185   

そ の 他     1,862   

計 29,705   

 

(11)介護保険制度推進                                     決算額  25,803,324 千円 

介護保険制度の安定した事業運営及び健全な財政運営が行われるよう、保険者

である市町村に対し介護給付費県費負担金の交付等を行った。 

また、介護保険制度についての理解を深めてもらうための普及啓発のほか、公

平公正な要介護（要支援）認定を行うための認定調査員等の各種研修を実施し

た。 

① 市町村介護給付費に対する県費負担 

市町村の介護保険財政を支えるため、介護サービス費用である標準給付費の 

12.5％（施設等給付費は 17.5％）を交付した。 

区   分 標準給付費 事 業 費 

介護給付費県費負担 175,065,155 千円 25,233,166 千円 

② 低所得者の介護保険料軽減強化 

低所得者の介護保険料を軽減するための費用の一部（所要額の 25%）を市町村

に交付した。 

区   分 所 要 額 事 業 費 

低所得者保険料軽減県費負担 2,263,622 千円 566,844 千円 

③ 利用者負担対策 

低所得者の介護サービス利用を促進するため、市町村に対し利用者の負担軽減

分を補助した。 

区    分 市町村事業費 補 助 金 額 

介護保険利用者負担軽減対策 2,381 千円 1,781 千円 

④ 財政安定化基金の運用 

給付費の増加や保険料の収納率低下による介護保険財政の不足額を補うため、

県に設置した基金を運用した。 

区  分 運用益 

介護保険財政安定化基金 71 千円 
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⑤ 認定調査員等研修 

要介護認定業務に関わる認定調査員、介護認定審査会委員、主治医等に対する

研修を行い、要介護認定の適正化に努めた。 

区   分 受講者数 事 業 費 

認 定 調 査 員 研 修    810 人     

介護認定審査会委員研修    282     

主 治 医 研 修     67   150 千円 

⑥ 介護保険審査会運営 

保険者が行った保険給付等の処分に関する被保険者の不服申立てについて審査

する介護保険審査会を運営し、令和４年度は２件の審査請求に対応した。 

 

(12)介護保険基盤運営                                    決算額   1,746,826 千円 

介護サービス事業者の指定及び指定の更新を行うとともに、事業者の適正な事

業運営体制の確保と介護給付の適正化のための研修等を実施した。 

また、介護サービスの質の向上を図るため、県国民健康保険団体連合会にサー

ビス内容に関する苦情相談等窓口を設置し、相談員等の設置に要する費用を補助した。 

① 介護サービス事業者の指定 

サービスごとに定められた基準に基づき、人員・設備・運営内容等について厳

正に審査を行い、サービス事業所の指定を適切に行った。 

    ＜指定状況（令和４年度末現在）＞ 

区               分 事   業   所   数 

居 宅 サ ー ビ ス 事 業 者 4,977 事業所 

介 護 予 防 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 者  3,696 

介護保険施設 

 

 

 

介 護 老 人 福 祉 施 設 197 施設 12,661 床 

介 護 老 人 保 健 施 設 84×   6,665×  

介護療養型医療施設 1×   88×  

介 護 医 療 院 11×   579×  

② 国保連苦情処理体制の整備 

介護サービス利用者等の不安や不満に速やかに対応し、介護保険制度の信頼を

維持確保するため、サービス内容に関する苦情相談に対応する県国民健康保険団

体連合会に対し相談員等の設置費用を補助した。利用者等の不安や不満解消に向

けた取組を支援し、制度の信頼維持に努めた。 

区     分 苦情処理件数 事 業 費 

国保連苦情処理体制整備費補助 167 件 5,500 千円 

③ 介護サービス情報の公表 

介護サービス利用者の事業所選択を支援するため、介護事業所の情報を調査の

上、県のホームページで公表した。 
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区     分 公表サービス数 事 業 費 

介護サービス情報の公表 2,811 件 4,952 千円 

④ 介護費用適正化推進 

市町村が行う介護給付適正化の取組を支援するため、県国民健康保険団体連合

会による帳票点検等事業に対し補助等を行った。 

区     分 事 業 量 事 業 費 

介護給付適正化推進特別事業費補助 17,393 件 2,688 千円 

ケアプラン点検支援アドバイザー派遣 10 市町村・延べ 25 日間   1,000 

計     3,688 

⑤ 新型コロナウイルス感染症に係る介護事業所等に対するサービス継続支援 

新型コロナウイルス感染症が発生した事業所等に対し、職員の確保や衛生用品

購入費用等のかかり増し経費を補助した。 

区     分 対象法人数 事 業 費 

新型コロナウイルス感染症に係る介護事業所 

等 に 対 す る サ ー ビ ス 提 供 体 制 確 保 支 援 

450 法人 

 

1,579,271 千円 

 

 ⑥ 介護施設における物価高騰対策 

   物価高騰の影響を価格転嫁できない介護事業所等のうち、物価高騰等対策に取

り組む事業所等に対し、支援金の支給を行った。 

区     分 対象事業所数 事 業 費 

介 護 施 設 に お け る 物 価 高 騰 対 策 支 援      600 事業所 147,519 千円 

 

５ 感染症・がん疾病対策費 

(１)結核予防対策                              決算額     19,344 千円 

 ① 結核健康診断の実施 

高齢者層の結核対策として、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関

する法律（以下「感染症法」という。）第 53 条の２に規定する「施設の長等が行

う定期の健康診断」を実施した。 

     また、同法第 17 条及び第 53 条の 13 に規定する結核患者の接触者健康診断及

び治療終了後の結核登録者に対して精密検査（管理検診）を実施した。 

区 分 ＩＧＲＡ検査 胸部ｴｯｸｽ線検査 事業費 

健 康 診 断     220 人      121 人 3,390 千円 

管 理 検 診       142 258 

計            3,648 

② 結核指定医療機関運営費等補助 

   結核患者に対する良質かつ適切な医療提供体制を整備するため、公的医療機関

の結核病床に対し、空床分の経費の一部を補助した。 

区 分 内 容 事業費 

結核指定医療機関運営費補助 結核病床平均空床数 5 床 8,165 千円 
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③ 私立学校等結核健康診断予防接種補助 

   感染症法第 60 条に規定する、国公立を除く学校等が実施する定期の健康診断

に係る費用について、基準額の 2/3 相当を補助した。 

区 分 補助対象団体数 受診人数 事業費 

私立学校等補助金 12 件 2,924 人 1,468 千円 

④ 結核対策特別促進 

   結核患者への質の高い服薬支援を実施するため、外国人患者への医療通訳派遣

や服薬手帳の作成を行った。 

区 分 主な事業 事業費 

結核患者服薬支援 医療通訳派遣及びサポート手帳の作成     174 千円 

 

(２)結核医療費公費負担                               決算額    15,242 千円 

感染症法第 37 条及び第 37 条の２に規定する結核医療の公費負担を行い、充実

した医療を提供した。 

区 分 支払件数 事業費 

一般・入院患者結核医療費 1,055 件             15,160 千円 

そ の 他 事 務 費                82 

計             15,242 

 

(３)感染症対策                                         決算額     16,321 千円 

 ① 感染症予防対策 

腸管出血性大腸菌等の感染症患者発生時において、そのまん延を最小限に防ぐ

ため、感染源の除去、清潔の保持及び消毒方法の徹底を図るとともに、予防思想

の普及・啓発を実施した。 

区 分 疾病名 届出数 事業費 備 考 

三類感染症 腸管出血性大腸菌感染症   74 件 1,688 千円 中 核 市 を 除 く 

② 感染症発生動向調査 

 感染症法に基づき、感染症の発生状況、病原体情報の収集及び分析を行う感染

症発生動向調査を実施した。 

区 分 事業量 事業費 備 考 

指 定 届 出 機 関 報 告 回 数 5,873 回 14,633 千円 

 

 

・中核市を除く 

・新型コロナウイル 

 ス感染症を除く 

病 原 体 検 査 数 

 

287 件 

 

 

(４)肝炎対策                     決算額      70,562 千円 

 ① 肝炎治療費等助成 

ウイルスの感染により発症するＢ型・Ｃ型慢性肝炎及び肝硬変等の認定基準を

満たし、かつ保険適用となっている患者へ肝炎治療費の一部助成を行った。 

 



―151― 

区 分 事業量 事業費 

インターフェロンフリー      177 件 49,883 千円 

核 酸 ア ナ ロ グ 製 剤 534 

 ② 肝がん・重度肝硬変治療研究促進 

ウイルス感染による肝がん・重度肝硬変の治療に係る研究を促進することを目

的として、Ｂ型・Ｃ型肝炎ウイルスによる肝がん・重度肝硬変患者に対して、認定

基準等を満たした患者へ医療費の一部助成を行った。 

区 分 事業量 事業費 

肝 が ん     69 件 2,383 千円 

 ③ 肝炎重症化予防事業 

Ｂ型・Ｃ型慢性肝炎及び肝硬変等の認定基準を満たす患者へ肝炎に係る検査費

用の一部助成を行った。 

区 分 事業量 事業費 

検 査 費 用 助 成 等   112 件 536 千円 

 

(５)新型インフルエンザ等対策                         決算額  54,803,436 千円 

① 県備蓄資機材の充実  

新型インフルエンザ等発生時に備え、保健所職員が着用する個人防護具を各保

健所に整備した。 

区 分 内容等 事業費 

県 備 蓄 資 機 材 の 充 実 個人防護具   1,150 セット 3,668 千円 

 ② 抗インフルエンザウイルス薬備蓄 

新型インフルエンザ対策として、抗インフルエンザウイルス薬タミフルカプセ

ルを行政備蓄用として購入した。 

区 分 内容等 事業費 

抗 イ ン フ ル エ ン ザ 

ウ イ ル ス 薬 購 入 

タミフルカプセル  700 人分  1,347 千円 

  ③ 新型コロナウイルス感染症に係るＰＣＲ検査実施等 

   新型コロナウイルスに関するＰＣＲ検査を衛生環境研究所及び民間検査機関に

おいて行った。 

また、新型コロナウイルス感染症に係る検査の本人負担分を公費負担した。 

区 分 検査数 事業費 

Ｐ Ｃ Ｒ 検 査 等 衛 生 環 境 研 究 所       3,201 件 35,227 千円 

民 間 検 査 機 関 2,269× 19,224 

Ｐ Ｃ Ｒ 検 査 等 自 己 負 担 公 費 負 担 724,000× 1,295,142 

計   1,349,593 

④ 新型コロナウイルス感染症対策 

 イベントや帰省等の活動に際して陰性の検査結果を求められた方や、感染拡大

傾向時に感染不安を感じる無症状者の、ＰＣＲ検査等の費用の無料化を行うとと
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もに、保健所から感染者への連絡調整などの対応を行った。 

区 分 内容等 事業費 

新 型 コ ロ ナ 検 査 促 進 ワクチン・検査パッケージ等定着促進 

       検査数 32,391 件 

687,474 千円 

感 染 拡 大 傾 向 時 の 一 般 検 査 

    検査数 123,322 件 

相 談 窓 口 運 営 受診相談センター設置（11 か所） 16,189 

患 者 対 応 県保健所（10 か所）から患者等に

対して就業制限通知等の発行や 

SMS の送信を行った。 

32,783 

新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 

感 染 症 対 策 協 議 会 

専 門 家 と の 意 見 交 換 会 

開催回数 3 回 

335 

計 736,781  

⑤ 高齢者・障害児者・児童入所施設におけるスクリーニング検査 

    感染者が増加している地域において、事業者に幅広く検査を行い、感染拡大を

早期に探知し、早期の対応につなげるため、高齢者・障害児者・児童入所施設の

従業員を対象とするＰＣＲ検査等を実施した。 

区 分 検査数 事業費 

高齢者・障害児者・児童入所施設におけるスク

リーニング検査 

 199,915 件  144,009 千円 

⑥ 感染症医療公費負担 

感染症患者に対し感染症法第 37 条に規定する入院医療及び宿泊療養並びに自

宅療養における医療について公費負担を行い、充実した医療を提供した。 

区 分 支払件数 事業費 

入 院 患 者 医 療 費 15,997 件 1,100,843 千円 

宿泊療養及び自宅療養における医療費 342,664   1,042,056 

計  2,142,899 

  ⑦ 医療機関補助 

患者発生時の受入医療機関を確保するため、第一種及び第二種感染症指定医療

機関に対して、運営費や設備整備費を補助した。 

  また、感染症外来協力医療機関に対して設備整備費を補助し、感染症対策を強

化した。 

区 分 内容等 事業費 

感 染 症 指 定 医 療

機 関 運 営 費 補 助 

4 医療機関、病床数 14 床  30,146 千円 

感 染 症 指 定 医 療 機 関

施 設 ・ 設 備 整 備 費 補 助 

1 医療機関、病床数  4 844 

 

感 染 症 外 来 協 力 医 療 

機 関 設 備 整 備 補 助 

ＨＥＰＡ（高性能）フィルター付

きパーティション   2 医療機関 

398  
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区 分 内容等 事業費 

新型インフルエンザ等 

感染症等患者入院医療機関

施設・設備整備費補助 

2 医療機関  3,361 千円

   

 

              計 34,749× 

⑧ 新型コロナウイルス感染症患者の入院・搬送対策 

   新型コロナウイルス感染症の新規感染者の増加に対応できるよう、受入病床の

確保を始め、必要な医療提供体制を整備するとともに、患者の入院調整や入院・

転院時の搬送を円滑に実施できる体制を構築した。 

区 分 内容等 事業費 

病 院 間 調 整 セ ン タ ー 設 置 

 

患者の入院調整等を行う病院 

間調整センターを運営○○○ 

380,005千円 

 

入 院 患 者 受 入 医 療 機 関 確 保 

（ 空 床 確 保 ） 

患者受入医療機関への空床確

保料の補助○○○○○○○○ 

29医療機関 

1,154,585 

 

 

入 院 患 者 受 入 医 療 機 関 確 保 

（ 設 備 整 備 ） 

患者受入医療機関等への医療

資機材等購入費の補助○○○ 

46医療機関 

268,697 

 

 

受入医療機関施設・設備整備 患者受入医療機関への施設・

設備整備費用の補助○○○○ 

30医療機関 

197,619 

 

 

Ｅ Ｃ Ｍ Ｏ 人 工 呼 吸 器 研 修 

 

 

ＥＣＭＯ・人工呼吸器の管理

方法に関する研修を実施○○ 

実施回数1回 

2,000 

 

 

重 点 医 療 機 関 病 床 確 保 

（ 空 床 確 保 ） 

専用病棟を設置している重点

医療機関への空床確保料の補助 

106医療機関 

23,535,535 

 

重 点 医 療 機 関 等 設 備 整 備 

 

 

重点医療機関等への必要な設

備購入費の補助・・・・・・ 

23医療機関 

874,382  
 

 

協 力 医 療 機 関 受 入 体 制 確 保 

（ 空 床 確 保 ） 

 

新型コロナウイルス感染症の

疑い患者を受け入れる協力医

療機関への空床確保料の補助 

19医療機関 

515,840 

 

 

感染症検査機関等設備整備補助

・・・・・・・・・・・ 

協力医療機関への検査機器の

補助・・・・・・・・・・・ 

18医療機関 

57,868 

 

 
 



―154― 

区 分 内容等 事業費 

感 染 症 回 復 者 の 転 院 等 受 入 

補助・・・・・・・・・・・ 

 

 

基礎疾患等により継続入院が

必要な患者を受け入れる医療

機関に対して、円滑な受入が

行えるよう支援・・・・・・ 

                42医療機関 

81,560千円 

 

 

 

Ｃ－ＭＡＴ（クラスター対策

チーム）活動支援    ・

・・・・ 

 

Ｃ－ＭＡＴ（クラスター対策

チーム）登録病院等に対し、

円滑な活動が行えるよう支援 

28医療機関等 

84,615 

 

 

 

陽性者外来診療医療機関確保 病床ひっ迫期において、患

者等の健康状態や重症化リ

スク等を速やかに診断する

医療機関に対し補助・・・       

22医療機関  

453,120 

休日夜間救急受入医療機関支援 休日夜間に患者の入院を受

け入れる医療機関に対し補助 

49医療機関  

324,062 

症 状 軽 快 者 早 期 退 院 促 進 症状軽快した患者の早期退

院を実施した医療機関への

補助・・・・・・・・・・  

39医療機関  

129,000 

救 急 ス テ ー シ ョ ン 設 置 夜間に救急患者等を受け入

れる救急ステーションを設置 

3か所  

239,688 

計 28,298,576 

⑨ 新型コロナウイルス感染症の自宅・宿泊療養対策 

新型コロナウイルス感染症の軽症者や無症状者への対応として宿泊療養施設、健

康観察センター（令和４年９月 26 日から健康フォローアップセンターに改組）の設

置・運営を行った。 

区 分 内容等 事業費 

宿泊療養施設の設置・運営 7 ホテル 8 棟、1,727 室確保 15,048,506 千円 

自 宅 療 養 者 等 支 援 

（ 健 康 観 察 セ ン タ ー 等 ） 

健康観察人数 163,708 人 5,549,206 

自 宅 療 養 体 制 整 備 協力医療機関登録件数 372 件 

往診実績 134 件 

26,793 

計 20,624,505 

⑩ 相談窓口設置 

新型コロナウイルス感染症に関する受診相談等に対応する受診・相談センター
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を設置し、感染拡大の防止や県民の不安解消に取り組んだ。    

区 分 内容等 事業費 

受診・相談コールセンター設置 

 

 

コールセンター(24 時間 )、 

新型コロナウイルス相談ホッ

トライン(外国語)の設置、運営 

    283,550 千円 

 

保 健 所 相 談 体 制 強 化 

(技術職員雇用・携帯電話整備)

  

県保健福祉事務所（10 か所）

における会計年度任用職員の雇用 

      66,917 

保健福祉事務所における連絡

用携帯電話の整備（リース） 

      10,368   

保健所業務継続のための技術

職員雇上等・・・・・・・・ 

       4,554    

               計      365,389     

⑪ 外来医療整備対策 

新型コロナウイルス感染症に対応する診療・検査体制を確保するため、地域外

来・検査センターを設置・運営したほか、発熱患者等の診療・検査を行う診療・

検査外来の指定などを行った。 

また、感染拡大による医療機関のひっ迫を防ぐため、重症化リスクの低い有症

状者等に抗原定性検査キットを無料配布したほか、健康フォローアップセンター

の機能の一部として、自己検査等により陽性が判明した届出対象外の患者が、自

身で陽性者登録を行うための登録窓口を設置した。 

区 分 内容等 事業費 

医 療 用 物 資 の 安 定 供 給 民間倉庫への保管 

フェイスシールド   51,240枚 

個人防護具セット   3,030組等 

医療用物資流通備蓄 

    2,178千円 

医 療 用 物 資 の 緊 急 配 送 医療機関等      4か所           106 

地域外来・検査センター設置 医療機関等      8か所  ×243,980 

診 療 ・ 検 査 外 来 指 定 816 712,325 

中核市コールセンター補助 2市   42,136 

休日コールセンター委託 1  1,770 

物 資 需 要 調 査 等 委 託 報告件数8,906件の処理等  5,164 

休日等診療・検査体制確

保補助 

延べ 840医療機関  192,360 

抗原定性検査キット配布 有症状者への総発送数  

23,482件  

59,540 

陽 性 者 登 録 窓 口 設 置 登録承認件数       19,304 142,225 

計 1,401,784 
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(６)予防接種等                       決算額     27,810 千円 

 ① 予防接種業務委託  

   基礎疾患等を有する者等が安心して予防接種を受けられる体制を整備するた

め、予防接種要注意者への接種や医療相談等に対応する「予防接種センター」を

小児医療センターに設置した。 

区 分 件 数 事業費 

予防接種件数 206 件 1,166 千円 

  ② 予防接種健康被害給付負担 

予防接種法に基づく予防接種を受けたことにより生じた健康被害に対し、市町

村が給付した医療費等について、その費用の一部を負担した。 

区 分 市町村数 事業費 

補助市町村数 7 市町村 19,396 千円 

  ③ 風しん対策 

   先天性風しん症候群の発生防止及び風しんのまん延防止を目的に、主として妊

娠を希望する女性を対象に抗体検査を実施した。 

区 分 件 数 事業費 

受 検 数 352 件 2,020 千円 

④ 蚊媒介感染症対策 

蚊媒介感染症対策として、媒介蚊のモニタリングを行った。 

区 分 事業量 事業費 

蚊 媒 介 感 染 症 

 

蚊捕集調査      3 か所 

（5 月～11 月（概ね月 2 回）） 

190 千円 

 

⑤ 平常時の感染症対策 

   平常時の感染症対策として、保健所において事業者の検便検査及び予防啓発研

修会を行った。 

区 分 事業量 事業費 

検 便 件 数           3,748 件   1,880 千円 

研 修 会 開催数          38 回 21   

延べ参加人数 1,351 人 

計 1,901   

 ⑥ 感染症流行予測調査 

   協力者を募り、ヒトを対象とする感受性検査（麻しん、風しん及びインフルエ

ンザの抗体保有検査）を実施した。 

区 分 事業量 事業費 

感受性調査（ヒト ） 

 

 

麻しん      394 件   2,011 千円 

 

 

風しん     395 

インフルエンザ 395 
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(７)エイズ対策                      決算額      7,017 千円 

 ① 啓発普及活動 

   ＨＩＶ・エイズに関する正しい知識の普及・啓発を行うため、街頭キャンペー

ンや青少年を対象とした講演会等を行った。 

区 分 事業量 事業費 

エ イ ズ 講 演 会 開 催 件 数 36件 512千円 

 エ イ ズ 講 演 会 参 加 人 数 5,914人 

世界エイズデーイベント等開催件数 25件 736   

HIV検査普及週間イベント等開催件数 11   

計 1,248   

 ② エイズカウンセラー派遣 

 ＨＩＶ感染者・エイズ患者の心理的支援を行うため、カウンセラーを派遣した。 

登 録 人 数 件 数 事業費 

5人 4件 31千円 

 ③ 特定感染症検査 

 ＨＩＶ及び性感染症（クラミジア、淋菌、梅毒、肝炎）患者等の早期発見と感

染拡大防止を図るため、各保健福祉事務所において定期的に無料検査及び相談等

を実施した。 

区 分 件 数 事業費 

相  談  件  数 112件 4,108千円 

 特 定 感 染 症 検 査 件 数 2,514  

 

(８)難病対策                                        決算額    30,678 千円 

難病療養者やその家族を対象に、各保健福祉事務所において相談会を開催する

とともに、群馬大学医学部附属病院内に設置した「県難病相談支援センター」及

び難病医療ネットワークにおいて各種の相談に対応した。 

また、在宅での療養を支援するため、保健福祉事務所の保健師による訪問相談

指導を実施した。 

さらに、人工呼吸器を装着する在宅重症難病患者の介護者の休養（レスパイト）

機会を確保するため、医療機関への委託事業として、在宅重症難病患者の入院受

入れを行った。 

① 難病相談会 

開催回数 参加者数 疾患内訳 人数  

12回 延べ281人 

筋 萎 縮 性 側 索 硬 化 症 2人  

パ ー キ ン ソ ン 病 関 連 疾 患 73 

重 症 筋 無 力 症   2 

脊髄小脳変性症・多系統萎縮症 167 

全 身 性 エ リ テ マ ト ー デ ス 21 

潰 瘍 性 大 腸 炎 ・ ク ロ ー ン 病 16 
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 ② 難病診療連携拠点病院・難病相談支援センター相談数 

相 談 方 法 相談延べ件数 

電 話 相 談 771件 

面 接 相 談            380 

メ ー ル 相 談           173 

そ  の  他            64 

計          1,388 

 ③ 難病患者訪問相談指導 

疾 患 実訪問者数 延べ訪問者数 

筋萎縮性側索硬化症 74人  191人  

多 系 統 萎 縮 症 10  14  

脊 髄 小 脳 変 性 症 5  5  

そ の 他 12  25  

計 101  235  

④ 在宅重症難病患者一時入院 

疾 患 利用実人数 延べ利用日数 

筋萎縮性側索硬化症 12人 138日 

多 系 統 萎 縮 症 5  70  

そ の 他 5  70  

計 22  278  

 

(９)特定医療（指定難病）対策                   決算額    2,507,089 千円 

発病の機構が明らかでなく治療法が確立されていない希少な疾病で、長期の療

養を必要とする、国が指定した 338 疾患を対象に、医療給付を行い、患者の医療

費負担軽減と充実した医療の提供を図った。 

給付対象人員 支払件数 事業費 

15,145人 185,633件 2,405,673千円 

 

(10)小児慢性特定疾病対策                          決算額     217,722 千円 

悪性新生物を始めとした 16 疾患群の治療に係る医療費の公費負担を行い、充

実した医療を提供するとともに、患者・家族の経済的負担を軽減した。 

給付対象人員 支 払 件 数 事業費 

927人 12,122件 212,002千円 

 

(11)ハンセン病対策                             決算額       233 千円 

ハンセン病療養所に入所している本県出身者に対し、見舞金や特産品の贈答な

どの福祉事業を行った。 

区 分 療養者数 

県出身ハンセン病療養所入所者       7 人 
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(12)アスベスト対策                         決算額        201 千円 

県民相談窓口（各保健福祉事務所、感染症・がん疾病対策課等）において、アス

ベストに係る県民からの相談に対応した。 

 

(13)がん対策                                     決算額     112,544 千円 

県がん対策推進条例及び県がん対策推進計画に基づき各種施策を推進した。 

①  がん診療連携拠点病院機能強化 

    がん診療連携拠点病院に対し、がん患者や家族等からの医療・生活相談・就労

相談への対応や、県民への普及啓発、がん医療に関する研修会開催などの経費等

の一部を補助した。 

区  分  団体数  事業費  

がん診療連携拠点病院機能強化事業補助 6 団体  53,577 千円 

 ② 県がん診療連携推進病院機能強化 

 がん医療の均てん化を推進するために、がん診療連携拠点病院に準ずる診療体

制を有する病院を「県がん診療連携推進病院」として県独自に指定し、がん患者

や家族等からの医療・生活相談対応に要する経費を補助した。 

  区  分  団体数  事業費  

県がん診療連携推進病院機能強化事業補助 7 団体  30,800 千円 

③ がん登録 

 がんの罹患状況を把握し、がん対策の企画立案と評価に際しての基礎資料を得

るため、医療機関から提出される届出票等をもとに、がん患者の登録業務を県健

康づくり財団に委託して実施した。 

    また、全国がん登録制度の届出業務の精度を上げるために医療機関を対象に研

修会を開催した。 

区  分  事業量 事業費 

が ん 登 録  11,845 千円  

が ん 登 録 研 修 会 1 回／18 名参加    

そ の 他 事 務 費      235 

計     12,080 

④ がん検診受診率向上対策等 

   検診受診機会の提供や検診への抵抗感を減らすため、平日夜間にショッピング

モールを会場にがん検診を実施した。 

また、新型コロナウイルス感染症流行下であってもがん検診受診を推進するた

め、動画等の配信や民間企業との協働により普及啓発を行った。 

区  分  事業量 事業費 

シ ョ ッ ピ ン グ モ ー ル 検 診  1 回/7 市町村/129 人参加 323 千円 

県 が ん 対 策 連 携 企 業 登 録 43 企業    
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区  分  事業量 事業費 

仲間をつくってがん検診を受け

ようキャンペーン 

    210 組  1,489千円  

    

計  1,812    

  ⑤ がん相談支援・情報提供 

 「県がん対策ホームページ」を運営するとともに、改訂版の「ぐんまの安心が

んサポートブック」を発行し、県民に対し幅広く情報提供を行った。 

 がん体験者が同じ立場で、不安を抱える患者の相談にのれるようピアサ

ポーターを拠点病院等に派遣した。  

   また、相談支援体制の強化及び情報提供の充実を図るため、相談員を対象に研修

を実施した。 

区  分  事業量 事業費 

ぐんまの安心がんサポートブック           25,500 部 2,188 千円 

が ん ピ ア サ ポ ー タ ー 派 遣                3 件 19   

そ の 他 事 務 費  33   

計  2,240   

⑥ がん検診等従事者研修等 

   がん検診等に従事する医師等の技術向上を図り、検診における精度を高めるた

めに、県医師会等に委託し、がん検診従事者の研修を実施した。 

区  分  実施回数  受講者数  事業費  

が ん 検 診 等 従 事 者 講 習 会 等 10 回  470 人  1,963 千円 

がん検診エックス線撮影従事者講習会    3     67  352   

計  2,315   

 ⑦ 女性特有のがん対策推進 

   子宮頸がん啓発講演会の開催などにより、がんに対する正しい知識の普及を進

めるとともに、検診受診の啓発を行った。 

区  分  実施回数  受講者数  事業費  

子 宮 頸 が ん 啓 発 講 演 会 1 回  203 人    24 千円  

⑧ 緩和ケア研修 

  がんと診断されたときからの適切な緩和ケアが提供されるよう、医師及び介護

従事者向け緩和ケアに関する研修を実施した。 

区  分  実施回数  受講者数  事業費  

医療従事者向け緩和ケアフォローアップ研修   1 回 11 人 867 千円  

看 護 師 向 け 緩 和 ケ ア 研 修 会   2  37  764 

計 1,631 

⑨ 県がん対策推進協議会 

   県がん対策推進条例に基づき、第３期県がん対策推進計画の進捗管理、総合的

ながん対策の推進について、「県がん対策推進協議会」等を開催した。 

 



―161― 

区  分  開催回数  事業費  

県がん対策推進協議会・部会・専門分科会 8 回  861 千円 

そ の 他 事 務 費       252 

計  1,113 

⑩ 県生活習慣病検診等管理指導協議会 

 県生活習慣病検診等管理指導協議会等を開催して市町村がん検診の精度管理等

について協議し、市町村等に対し改善指導及び助言を行うとともに、県ホームペ

ージにおいて結果を公表した。 

区  分  開催回数  事業費  

県生活習慣病検診等管理指導協議会・各部会 5 回      177 千円 

⑪ 妊孕性（にんようせい）温存療法助成 

   小児・AYA 世代のがん患者等を対象に妊孕性温存療法に係る費用の一部を助成した。 

区  分  助成件数  事業費  

妊 孕 性 温 存 療 法 助 成  27 件  6,173 千円 

⑫ 在宅療養支援 

    若年がん患者の在宅療養に係る費用の一部を助成したほか、介護従事者向け研 

修会を開催した。 

区  分  事業量 事業費  

若 年 が ん 患 者 在 宅 療 養 支 援  3 件   49 千円 

介 護 従 事 者 向 け 研 修 会 1 回    263 

計      312 

 

６ 健康長寿社会づくり推進費    

(１)健康増進・栄養改善対策                         決算額      50,008 千円 

① 健康増進対策 

令和４年度は、県民が身近な地域で“動く・歩く”ことに向けた人材育成のた 

め、実践リーダースキルアップ研修を行った。 

 また、群馬県公式アプリ「G-WALK＋」を利用して県民が自然に健康になれる環 

境をつくるため、プロモーション活動を実施した。 

区 分 内 容 事業費 

健 康 づ く り 協 力 店 推 進  495 千円 

健 康 づ く り 協 力 店 登 録 推 進 累計 643 施設 

健 康 情 報 リ ー フ レ ッ ト 作 成 作成数 4 種類 

健 康 情 報 ス テ ー シ ョ ン 累計 647 か所 

地 域 ・ 職 域 連 携 推 進  605 

県 地 域 ・ 職 域 連 携 推 進 協 議 会 協議会の開催  2 回  

参加者    42 人 

地区地域・職域連携推進協議会 協議会の開催  9 回 
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区 分 内 容 事業費 

健 康 寿 命 延 伸 対 策  22,639 千円

     

   

 元気に”動こう・歩こう”プロジ 

ェクト・実践リーダースキルアップ研修 

研修の開催    1 回 

参加者      12 名 

健康長寿社会づくりモデル事業委託 健康長寿社会づくりに係る

モデル事業の実施 

健 康 ポ イ ン ト 制 度 推 進 会 議 会議の開催   1 回 

参加者     10 人 

ぐんま健康ポイント制度アプリ 

構築等業務委託 

「G-WALK＋」アプリ制作・リ

リース、事務局運営 

ぐんま健康ポイント制度プロモ 

ーション業務委託 

広報・プロモーション活動 

群馬県公式アプリ「 G-WALK＋」 

の普及・活用促進 

インストール数  

約 43,000 人（R5.3 月末） 

利用率の高い年齢層 

(30 代、40 代、50 代) 

保 健 事 業 功 労 者 等 知 事 表 彰 な 1,007 

計  24,746 

② 栄養改善対策  

食生活習慣の改善等に関する研修会等を市町村や関係機関と連携して開催する

とともに、食生活改善推進員活動の支援や特定給食施設等指導に取り組み、県民

の健康づくりの促進と環境整備に努めた。 

また、県民の食物摂取状況や生活習慣状況の実態を明らかにするため、県民健

康・栄養調査を実施した。 

区 分 実施回数等 人 数 事業費 

特 定 給 食 施 設 等 指 導    302 千円 

栄 養 管 理 講 習 会 14 回 438 人  

巡 回 指 導 24   

食 環 境 づ く り     ×  200 

災害時栄養・食生活支援人材育成 

研 修 会 （ 県 栄 養 士 会 委 託 ） 

1 76  

健康づくり推進事業（食生活改善 

推 進 員 連 絡 協 議 会 委 託 ） 

延べ 44 協議会 3,631  

保 健 栄 養 指 導 整 備      426 

行 政 栄 養 士 等 地 域 保 健 研 修 会     1 回   62  

新 任 期 行 政 栄 養 士 研 修 会     1   19 

中 央 研 修 派 遣 、 学 会 参 加 等     9 延べ16 

関 係 団 体 補 助   ×   2,319 

 食生活改善推進員地区組織活動支援 22,071 93,117  
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区 分 実施回数等 人 数 事業費 

県 民 健 康 ・ 栄 養 調 査    14 地区  11,134 千円 

国 民 健 康 ・ 栄 養 調 査     3   1,496 

そ の 他   9,385 

計   25,262  

 

(２)食育推進                               決算額      1,790 千円 

① 食育推進体制の整備 

「食育」の範囲は、栄養や食習慣、農業や食料事情への理解、安全な食品の選

択など幅広い分野に及ぶため、多様な関係者で構成する食育推進会議等を開催

し、連携して推進を図っている。 

また、各市町村の食育推進計画の推進及び食育推進リーダー等食育に従事する

者の地域での食育推進活動を支援するために、市町村職員等を対象とした研修会 

（妊産婦・乳幼児編、高齢者編）を、オンラインにより開催した（158 回再生）。 

区 分 開催回数 事業費 

食 育 推 進 会 議  1 回      326 千円 

食 育 推 進 検 討 部 会 1   

市 町 村 食 育 推 進 研 修 会     2 

② 食育推進事業 

群馬県食育推進計画（第４次）ぐんま食育こころプランを推進するため、下記取

組を実施した。 

区 分 内容等 事業費 

若 い 世 代 食 育 推 進 協 議 会 協議会の開催 1 回 

学生等による実践活動 8 大学等 

1,464 千円 

    

群馬県オリジナル食育教材の活用・販売 ぐんまちゃんと学ぶ食育カ

ルタ販売 72 個 

食 育 デ ジ タ ル 教 材 の 作 成 食育リーフレットのデジタ

ル化（12 種） 

食 育 応 援 企 業 登 録 制 度 登録数 121 企業・団体  

食 育 推 進 活 動 優 良 表 彰 表彰数   3 部門 4 団体 

 

(３)生活習慣病予防対策                             決算額      99,545 千円 

   県健康増進計画「元気県ぐんま 21（第２次）（平成 25～令和５年度）」に基づき

各種施策を推進した。 

①   たばこ対策 

  受動喫煙防止対策を推進するため、未成年者や学生を対象に喫煙防止講習会を

開催したほか、事業所等を対象に禁煙支援や受動喫煙対策に資するための研修会

を開催した。 
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  また、受動喫煙防止及び禁煙を呼びかけるための動画や健康川柳を紹介する動

画を作成し、配信した。 

  さらに、「世界禁煙デー」に合わせ県民に広く普及啓発を行った。 

区 分 実施回数 人 員 事業費 

未 成 年 者 等 に 対 す る 喫 煙 防 止 講 習 会  62 回 4,229 人 3,065 千円 

 学 生 の た め の 喫 煙 防 止 講 習 会 5   221 

県 民 公 開 講 座 1 2,298 

健 康 動 画 の 配 信 （ 3 本 ） 

 

652 

（視聴回数） 
 

禁 煙 ポ ス タ ー コ ン ク ー ル 開 催 1  

受 動 喫 煙 防 止 対 策 推 進 会 議  1     17 

②    特定健診・保健指導推進 

特定健診・保健指導の受診率向上及び円滑な実施に向け、実践者育成及び資質

向上のための研修会を開催した。 

区 分 受講者数 事業費 

特定健診・保健指導実践者育成研修会 84 人 55 千円 

健診データを分析し、生活習慣病に関する傾向や課題の抽出を通して群馬県の 

健康課題を把握した。 

区 分 内容等 事業費 

特定健診匿名化データ作成 健診データ利用に必要な匿名化処理 11,021 千円 

 健 診 デ ー タ 分 析 県内 35 市町村国保の健診データ分析 

③  糖尿病・慢性腎臓病予防対策推進 

県慢性腎臓病対策推進協議会・糖尿病対策推進協議会を開催し、総合的な慢性

腎臓病・糖尿病対策の推進について協議した。 

    また、世界糖尿病デー及び世界腎臓デーの普及啓発や、保健医療従事者向け研修

会を実施した。 

区 分 内 容 事業費 

慢性腎臓病対策推進協議会 Web 開催（1 回） 1,047 千円 

    糖 尿 病 対 策 推 進 協 議 会 Web 開催（2 回） 

普 及 啓 発 啓発資料作成、健康フェスタ 2022、

慢性腎臓病県民公開講座  

保健医療従事者向け研修会 糖尿病・慢性腎臓病予防研修会 

慢性腎臓病（基礎編、栄養指導編） 

糖尿病（基礎編） 

     健康増進法に基づき市町村が実施する健康増進事業に対して、補助した。 

区 分 市町村数 事業費 

市 町 村 健 康 増 進 事 業 補 助 金 35 市町村     84,173 千円 
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④  健康運動支援体制整備 

   県民の運動習慣の定着を目的として、日本健康運動指導士会群馬支部に委託し、

糖尿病予防のための身体活動・運動に関する動画の作成を行った。 

区 分 作成数 事業費 

県 民 向 け 動 画 作 成 （ G-エ ク サ サ イ ズ ） 6 本 150 千円 

 

(４)歯科口腔保健対策                               決算額      34,730 千円 

   歯と口腔の健康を保ち、県民が生涯にわたって健康で質の高い生活を確保する

ための目標や取組を定めた第２次県歯科口腔保健推進計画（令和元～５年度）に基

づき歯科口腔保健対策を実施した。 

①  県歯科口腔保健支援センター設置推進 

歯科口腔保健に関する普及啓発や人材育成等を行う県歯科口腔保健支援センタ

ーを中心に、市町村及び関係機関等と連携し、県民に対し歯科口腔保健についての

普及啓発を行うとともに、口腔機能支援に係る相談を実施した。 

区 分 事業数 事業費 

歯 科 口 腔 保 健 推 進 5 事業   13,932 千円 

② 「8020 県民運動」推進 

  生涯を通じ自分自身の歯を 20 本以上残し、質の高い生活を送ることを目的とし

た「8020 県民運動」を更に推進するため、県民を対象に、口腔機能支援、歯科保

健研修等を実施した。 

区 分 事業数 事業費 

8 0 2 0 県 民 運 動 推 進 3 事業    2,020 千円 

③ 在宅歯科保健の推進 

      在宅歯科医療の窓口を明確化し、医科や介護等との連携を図り、安全で質の高い

在宅歯科医療の提供体制の整備を図ることを目的に、郡市歯科医師会が実施する

在宅歯科医療連携室整備に対し補助した。 

区 分 整備数 事業費 

在宅歯科医療連携室整備 7 か所   16,578 千円 

④  全国・県歯科保健大会の開催 

全国歯科保健大会、県歯科保健大会を県歯科医師会等と共催した。 

区 分 開 催 数 事 業 費 

歯 科 保 健 共 催 委 託 2 事業     2,200 千円 

 

(５)医療介護連携推進                  決算額      23,330 千円 

地域の実情に応じた地域包括ケアシステムを構築するため、市町村や医師会等

の関係団体との連携の下、地域医療介護総合確保基金等を財源として以下の事業

を展開し、在宅医療及び医療・介護連携を推進した。 

      また、郡市医師会が中心となって行う高齢者施設等への新型コロナウイルス感

染症予防・対策事業（医師、看護師等の専門家派遣等）を支援した。 
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区 分 内 容 事業費 

地域包括ケア推進 保健医療計画会議在宅医療推進部会 

                2 回開催 

地域医療介護連携拠点事業補助   1 事業 

  3,928 千円 

在宅医療基盤整備 在宅療養支援診療所等設備整備補助   23 事業 

訪問看護支援ステーションの指定   6 か所 

 11,412  

在宅医療・介護人材育成 専門研修・多職種連携研修補助  24 事業 

地域医療介護連携感染症予防・対策事業 

              28 施設へ派遣 

  3,724 

医療介護連携推進支援 在宅医療・介護支援パンフレットの作成

「住み慣れたわが家で」       15,000 部 

患者の意思決定支援研修（専門職向け） 

                2 回開催 

1,647 

小児等在宅医療連携拠点 小児等在宅医療連絡協議会      2 回開催     892 

そ の 他   1,727 

計   23,330 

 

(６)地域支援事業推進                   決算額  1,386,071 千円 

①  地域支援事業交付金           

      市町村が実施する地域支援事業（介護予防・日常生活支援総合事業、包括的支

援事業、任意事業）に要する経費の一部について、交付金を交付（介護予防・日

常生活支援総合事業：事業費の 12.5％、包括的支援事業・任意事業：事業費の

19.25％）し、市町村の地域支援事業を推進した。 

区 分 交付基本額 県交付額 

地 域 支 援 事 業 交 付 金 8,935,297 千円 1,364,723 千円 

②  地域包括支援センター機能強化 

      市町村（地域包括支援センター）が開催する地域ケア会議に対し、理学療法士等

の専門職を派遣するとともに、地域包括支援センターの職員等を対象に介護予防

ケアマネジメントに関する研修等を開催し、地域包括支援センター事業の円滑な

実施を支援した。 

区 分 内 容 事業費 

地域包括支援センター専門職派遣 

（自立支援型地域ケア会議含む） 

専門職派遣  13 市町村 391 千円 

介 護 予 防 支 援 従 事 者 研 修    動画配信形式（再生回数 825 回） 1,270 

 

 

     

地域包括支援センター初任者研修 参加者    41 人 

地域包括支援センター現任者研修 参加者    41  

地域包括支援センター指導者研修 参加者    19 

計 1,661 
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③ 生活支援体制整備推進 

      地域の支え合い体制づくりを推進するため、市町村等を対象に、相談窓口を設置

したほか、生活支援コーディネーター養成研修を実施した。 

区 分 内 容 事業費 

生 活 支 援 体 制 整 備 の 支 援 圏域別生活支援コーディネ

ーター情報交換会・研修会 

         34 回 

 2,956 千円 

④ 介護予防対策推進 

      介護予防・フレイル予防を推進するため、地域リハビリテーション支援センタ

ーと連携し、新しい生活様式を踏まえた通いの場ガイドラインやフレイル予防の

体操動画を作成したほか、県民に対し広報による啓発を行った。 

   また、スマートフォンのビデオ通話機能を利用した、オンラインでの通いの場体

験実証事業を実施した。 

区 分 内 容 事業費 

フ レ イ ル 予 防 市町村実証事業等 262 千円 

地域リハビリテーション支援センタ

ー運営 

フレイル予防に関する動

画の作成等 
2,196      

地域リハビリテーション広域支援セ

ンター運営 

介護予防サポーター養成 

初級 345 人   

中上級 290 

市町村、施設等への指導 

37 件 

9,330      

介護予防の推進のための指導者育成 参加者       78 人 392      

運 動 器 の 機 能 向 上 担 当 者 研 修 参加者     124 人 99      

オンライン通いの場体験実証事業 モデル市町村    2 市町 

参加者      26 人 

 4,452    

   

計 16,731      

 

(７)認知症施策                                       決算額      49,346 千円 

   認知症になっても住み慣れた地域で安心して暮らしていけるよう、各地域にお

いて早期診断・早期治療を行う体制整備を進めたほか、正しい知識と理解に基づく

本人や家族への支援体制を構築するなど、総合的な取組を推進した。                                                               

区 分 内 容 事業費 

認知症への理解を深める県民運動推進 認知症普及啓発イベント

実施（2 回）、普及啓発動画

デジタルサイネージ放映

（9 月）、ポスター作成  

   1,001 千円  

認 知 症 高 齢 者 指 導 対 策 認知症サポート医養成 

                   10 回 

     500 
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区 分 内 容 事業費 

認 知 症 疾 患 医 療 セ ン タ ー 運 営 専門医療相談件数     

18,436 件 

鑑別診断件数    4,092  

  37,716 千円 

若年性認知症認知症支援コーディネ

ーターの設置 

相談件数       1,022    4,360 

認知症の人と家族のための電話相談運営 相談者数          331 人    1,465 

そ    の    他 認知症対応力向上研修等    4,304 

計 49,346 

 

(８)高齢者権利擁護推進                          決算額       3,226 千円 

   市町村における高齢者虐待対応力向上を目的として相談窓口の設置や専門職の

派遣、研修を実施したほか、介護保険事業所等における身体拘束廃止の取組を促進

するため、研修会及びシンポジウムを開催した。                                    

区 分 内 容 事業費 

高 齢 者 虐 待 対 応 支 援 電話相談窓口設置 

専門職相談・派遣等 15 件 

研修会参加者       97 人 

   1,246 千円 

権 利 擁 護 推 進 員 養 成 研 修 参加者             29      401 

看 護 実 務 者 研 修 参加者             36      219 

身 体 拘 束 廃 止 に 係 る 取 組 促 進 シンポジウム参加者 

（修了者）     280 

   1,282 

介 護 サ ー ビ ス 相 談 員 養 成 研 修 研修受講費補助    3       78 

計   3,226 

 

７ 障害政策費  

(１)障害福祉推進                                     決算額     697,436 千円 

 ① 心身障害者扶養共済制度 

   心身障害者の生活の安定と福祉の増進に資するとともに、障害者の将来に対し

保護者の抱く不安の軽減を図るため、障害者を扶養する保護者が死亡又は重度障

害となった際に年金を支給する「心身障害者扶養共済制度」を運営した。 

区 分 対象者数 給付総額 

年   金       1,174人        336,940千円 

弔 慰 金          11          1,925 

脱退一時金           2              300 

計         339,165 

 ② 特別障害者手当等の支給 

   特に重度の障害をもつ在宅の障害児（者）の負担軽減を目的に、特別障害者手

当、障害児福祉手当をそれぞれ支給した。 
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   また、従来の福祉手当受給者のうち、特別障害者手当の支給要件に該当せず、

障害基礎年金も支給されない者に対し、経過的措置として福祉手当を支給した。 

区 分 特別障害者手当 障害児福祉手当 経過的福祉手当 計 

受給者数      164人      100人         3人       267人 

支給総額   53,960千円   17,885千円      535千円   72,380千円 

③  障害者自立支援推進対策 

   障害福祉サービスの利用者負担を軽減するため、課税世帯に対して利用者負担

額やグループホーム家賃の一部を補助した。 

区 分 事業量 事業費 

利 用 者 負 担 額 補 助    383人    4,435千円 

グ ル ー プ ホ ー ム 家 賃 補 助    103    2,116 

計     6,551 

④ 障害者差別解消推進 

   障害者差別解消法改正の周知・理解促進に向け、経済団体等の会合に出向き周

知啓発を行ったほか、障害のある人との直接対話を通じて理解を深める「障害平

等研修（ＤＥＴ研修）」を県内各地で実施した。 

また、ヘルプマークの普及啓発を行った（交付枚数：13,587 枚（令和４年度末 

現在））。 

区 分 実施回数 事業費 

障害平等研修（ＤＥＴ研修）実施 5件 600千円 

⑤ 新型コロナウイルス感染症に係る感染拡大防止対策 

障害福祉サービス事業所等におけるクラスター発生等に備え、感染対策に必要

な衛生用品を備蓄した。 

区 分 事業費 

備 蓄 用 民 間 倉 庫 の 借 り 上 げ     1,236千円 

 

(２)福祉のまちづくり推進                              決算額        183 千円 

高齢者や障害者を始め、誰もがいきいきと心豊かに日常生活を営み、社会活動

を行うことができる社会を目指し、「人にやさしい福祉のまちづくり条例」の普

及啓発に努めるとともに、ソフト・ハード両面からバリアフリーのまちづくりの

推進を図った。 

① 人にやさしい福祉のまちづくり条例の普及啓発 

   パンフレットの配布やホームページへの掲載、各種広報活動を実施した。 

②  特定生活関連施設の新築等の届出に対する助言・指導等 

③ 適合証の交付 

    条例に基づき、誰もが安全かつ快適に利用できるよう配慮した施設であること

を証する適合証を交付した（令和４年度：３件、累計（平成 16 年度以降）：118 件）。 

④ 思いやり駐車場利用証制度の実施 

      公共施設やスーパーマーケット等に設置されている「車いす駐車場」の適正利
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用を促進し、障害のある人などの社会参加を推進するため、「思いやり駐車場利

用証」を交付した。  

区 分 事業量（令和5年3月末現在） 

制度協力施設数 867施設 

利用証交付枚数 

 

長期利用証86,697枚（身体･知的･精神障害者、高齢者等用） 

短期利用証32,490枚（妊産婦用）  

 

(３)障害者自立支援給付費等                            決算額   12,134,642 千円 

① 介護給付・訓練等給付・自立支援医療等 

   障害者総合支援法に基づき、市町村が実施する障害福祉サービス等の費用の一

部を負担し、障害者の自立支援を推進した。 

 また、通院による精神医療費のうち、保険診療等に係る医療費の自己負担分の

一部を負担した。 

区 分 事業量 事業費 

居 宅 介 護 等 介 護 給 付 費 県 費 負 担     33市町村    637,821千円 

療 養 介 護 給 付 費 県 費 負 担      31    286,481 

生 活 介 護 給 付 費 県 費 負 担     35  3,061,825 

短 期 入 所 介 護 給 付 費 県 費 負 担     32      91,134  

施 設 入 所 支 援 県 費 負 担     34    955,887 

自 立 訓 練 （ 機 能 ・ 生 活 ） 県 費 負 担     27     71,012  

就 労 移 行 支 援 県 費 負 担    27   199,422 

就 労 継 続 支 援 県 費 負 担    35  1,872,179 

共同生活援助（グループホーム）県費負担      35  1,334,615 

自 立 生 活 援 助 県 費 負 担       4       986 

就 労 定 着 支 援 県 費 負 担      21      8,102 

補 装 具 交 付 ( 修 理 ) 費 県 費 負 担     35    106,948 

相 談 支 援 給 付 費 等 県 費 負 担      35    142,844 

高 額 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 等 給 付 費 県 費 負 担     22       4,832 

自立支援医療（育成・更生医療・療養介護）給付費県費負担      35    584,886 

自立支援医療（精神通院医療）給付費公費負担  28,176人  2,775,278 

計 12,134,252 

 

(４ )施設サービス                                決算額   3,695,456 千円  

①  障害児施設給付費  

   児童福祉法に基づく障害児施設への入所措置及び障害児（者）の施設利  

用者に対する給付を行った。  
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区  分  事業費  

障 害 児 入 所 措 置 費     219,767 千円  

障 害 児 入 所 給 付 費     342,001     

計      561,768   

②  障害児通所支援県費負担金  

   市町村が実施する障害児への日常生活における基本的な動作の指導、知

識技能の付与、集団生活への適応訓練、生活能力向上のために必要な訓練、集団

生活適応のための専門的支援等を行う経費について、実施機関である市町

村に対し、その一部を負担した。  

区  分  事業量  事業費  

障害児通所支援県費負担金   33 市町村  2,549,952 千円  

③  心身障害児（者）施設整備  

   社会福祉法人等が行う施設整備に要する費用の一部を補助することによ

り、施設利用者及び入所者等の福祉の向上を図った。  

区  分  施設種別  件  数  事業費  

創   設 児童発達支援セン ター   1 件   190,208 千円  

改   築 障 害 者 支 援 施 設 1 595,600 

改   築 医療型障害児入所 施設 1 518,985 

大 規 模 改 修 障 害 者 支 援 施 設 1 35,720 

計  4 1,340,513 

④  工賃向上計画支援  

   障害者施設等で働く障害者の工賃水準を引き上げるため、「県工賃向上

推進会議」の開催のほか、障害者施設等共同受注窓口の運営、研修会の開

催、コンサルタント派遣及び農業分野におけるマッチング強化事業等の取

組を行った。  

区  分  事業量  事業費  備  考  

工 賃 向 上 推 進 会 議 1 回    書面開催  

工 賃 向 上 推 進 事 業 委 託    

 共 同 受 注 窓 口 運 営 等 

 

 1 団体   9,298 千円  

 

511 件  

（マッチング件数） 

工 賃 向 上 推 進 事 業 委 託    

 商品強化コンサルタント

派遣等  

1 団体  

 

2,645 千円  34 回  

（派遣回数）  

農業分野におけるマッチ

ング強化事業委託  

1 5,494 85 件  

（マッチング件数） 

計  17,437  

⑤  障害児者運営費等補助  

   障害福祉サービス施設・事業所が、関係者と連携の下、感染機会を減ら



―172― 

しつつ、必要なサービスを継続できるよう、通常のサービスの提供時では

想定されない、かかり増し経費等に対して支援を行った。  

区  分  事業量  事業費  

感 染 施 設 へ の 経 費 補 助  50 法人  38,843 千円  

応 援 体 制 構 築 の た め の 委 託 費 用 

（ 介 護 高 齢 課 と 併 せ て 契 約 ）  

   2,583 

計  41,426 

   障害分野における介護ロボット等の普及により、介護業務の負担軽減等

を図り、働きやすい職場環境の整備や安心・安全な障害福祉サービスの提

供等を推進するための支援を行った。  

区  分  事業量  事業費  

障害福祉分野のロボット等導入支援 

事業補助  

5 事業所   2,393 千円  

新型コロナウイルス感染症拡大の防止等に加え、障害福祉分野における

ＩＣＴの活用により障害福祉サービス事業所等における生産性向上を推進

するための支援を行った。  

区  分  事業量  事業費  

障 害 福 祉 分 野 の Ｉ Ｃ Ｔ 導 入 モ デ ル

事業費補助  

1 事業所  204 千円  

⑥  工賃向上支援  

   原油価格・物価高騰の影響を受けた就労継続支援事業所に対して、生産

活動に必要な原材料費や機材購入費などを補助し、そこで働く障害者の賃

金・工賃の確保と就労継続支援事業所の事業継続を図ることを目的として

補助金を支給した。  

区  分  事業量  事業費  

就 労 継 続 支 援 事 業 所 へ の 利 用 者 

工 賃 等 確 保 支 援 事 業 補 助 金 

26 事業所   12,765 千円  

⑦  物価高騰対策に取り組む医療・介護・福祉施設支援金  

   主とした収益が公定価格で決められており、物価高騰の影響を価格転嫁

できず、厳しい経営状況となっている障害児者施設や事業所に対し、物価

高騰対策の取組を支援することを目的として支援金の支給を行った。  

区  分  事業量  事業費  

物 価 高 騰 対 策 に 取 り 組 む 

医 療 ・ 介 護 ・ 福 祉 施 設 支 援 金 

239 施設・事業所  

 

 46,455 千円  

⑧  障害児施設における物価高騰対策  

   児童発達支援及び放課後等デイサービス事業所に対して、原油価格・物

価高騰に伴う光熱費、燃料費及び給食費の増加分に対して支援を行った。  

 

 



―173― 

区  分  事業量  事業費  

障 害 児 通 所 支 援 事 業 所 等 

物 価 高 騰 対 策 補 助 

80 事業所   6,019 千円  

 

(５)地域生活支援                                    決算額    439,154 千円 

① 市町村地域生活支援 

障害者の自立と社会参加の促進を図るため、地域の実情に応じた福祉サービス

の提供を目的として、障害者総合支援法に基づく「地域生活支援事業」を市町村

が主体となって実施している。県では、各市町村が共通認識を持って適切に事業

を実施できるよう情報交換などの支援に取り組んだほか、国庫補助に準じた県費

補助を行った。 

補助金額 事業内容 

316,751千円 

 

 相談支援、意思疎通支援、日常生活用具給付等、 

 移動支援、地域活動支援センター等 

② 専門的相談支援（障害者就業・生活支援センター） 

  窓口での相談や職場訪問等を通して、障害者の就業及びこれに伴う日常生活・

社会生活上の支援を行い、障害者の就職や職場定着を支援した。 

施 設 数 事業費 登録者数 就職件数 

 9か所 48,015千円 5,193人 540件 

③ 広域的支援 

  相談支援に関するアドバイザーを市町村協議会へ派遣し、地域の課題に対する

助言・指導を行った。             

   また、相談支援従事者等研修の企画や相談支援従事者の資質の向上に関し、相

談人材育成支援アドバイザー会議を行った。 

区 分 事業量 事業費  

市 町 村 協 議 会 ア ド バ イ ザ ー 派 遣  52回 1,530千円  

相談人材育成支援アドバイザー会議     3  

④ サービス・相談支援者、指導者育成 

サービス提供者や相談支援従事者あるいは指導者などの育成を行い、障害福祉

サービスの質の向上を図った。 

区 分 開催日数 修了者数 事業費 

障 害 支 援 区 分 認 定 調 査 員 研 修 2日 67 人 
62千円 

市 町 村 審 査 会 委 員 研 修 動画配信(1日) 18 

相 談 支 援 従 事 者 初 任 者 研 修
 動画配信9日間 

演習5日×2日程 
315 

 

  

 1,995 

  

 

 

相 談 支 援 従 事 者 現 任 研 修 
動画配信15日間 

演習3日×1日程 
37 

相 談 支 援 従 事 者 主 任 研 修 
動画配信22日間 

演習 4日  
16 
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区 分 開催日数 修了者数 事業費 

サ ー ビ ス 管 理 責 任 者 基 礎 研 修 
動画配信15日間 

演習1日×4日程 
242人 

  

4,654千円

  

 

サ ー ビ ス 管 理 責 任 者 更 新 研 修 演習1日×9日程 561 

サ ー ビ ス 管 理 責 任 者 実 践 研 修 演習2日×2日程 95 

同 行 援 護 従 業 者 養 成 研 修 8 39 1,154 

喀痰吸引等研修（第三号研修） 37 37  187  

計  8,052 

⑤ 障害者社会参加推進センター運営 

   障害者に関する各種社会参加事業についての受託、情報収集、調査研究等を実

施するセンターの運営を行った。障害者 110 番（常設の相談窓口）に、専門の相

談員を配置し、障害者の権利擁護等の相談に応じた。 

区 分 相談件数 事業費 

県障害者社会参加推進センター運営事業委託 436件 7,527千円 

⑥ 障害者ＩＴ総合推進 

      パソコン技術の習得やＩＴ活用の機会を提供することにより、障害者の社会参

加の促進を図った。 

区 分 利用者数  事業費 

県 障 害 者 情 報 化 支 援 セ ン タ ー 運 営 1,329人 4,731千円 

⑦ 生活訓練等 

      視覚障害者及び知的障害者の社会参加と自立した社会生活の推進を目的とし

て、料理教室や各種生活訓練を実施することで、障害者の地域生活を支援した。 

区 分 委託内容  事業費 

視 覚 障 害 者 福 祉 推 進 委 託 生活訓練等   14,182千円 

知 的 障 害 者 社 会 活 動 推 進 委 託 料理教室等   1,472  

計  15,654 

⑧ 情報支援等 

   障害のため日常生活で必要な情報の入手等が困難な者に対し、情報の提供や移

動の支援を行った。 

区 分 派遣数/制作数/養成数 事業費 

盲ろう者向け通訳・介助員養成・派遣委託 155回    4,481千円 

字幕入り映像ライブラリー作品製作・頒布委託 100枚    1,547 

失 語 症 者 向 け 意 思 疎 通 支 援 者 養 成 委 託  12人    1,080 

                 計   7,108 

 ⑨ 手話施策の推進 

      群馬県手話言語条例による手話施策実施計画に基づき、手話環境を整備すると

ともに、条例及び手話の普及啓発を図った。 

区 分 事業量 事業費 

遠 隔 手 話 通 訳 サ ー ビ ス の 実 施     3か所     388千円 
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⑩ 障害者週末活動支援 

特別支援学校等を活用して、障害者が週末に軽スポーツやレクリエーションな

どの余暇活動を行う場を提供することにより、障害者の生活の安定と充実、家族

間の交流を促進し、就業支援や在職者の定着支援を図った。 

区  分 参加人数  配置状況 事  業  費  具体的な活動  

週末活動支援員配置 1,229人  9団体  12,118千円  料理教室、ボウリング 

⑪ 重度訪問介護等利用促進市町村支援 

      重度障害者の地域生活を支援するため、訪問系サービスの給付額が国庫負担基

準を超える財政力の弱い町村に対し、財政支援を行った。 

事 業 量 事 業 費 

    2町村      10,358千円 

 

(６)社会参加促進                                    決算額     119,506 千円 

①  障害者相談体制支援 

県自立支援協議会を開催し、障害者支援に関する課題の抽出や対策の検討を行

った。また、障害者団体に業務委託し、研修会等を実施して障害者相談員の資質

向上を図った。 

区  分 事 業 量 事 業 費 

自 立 支 援 協 議 会 （ 全 体 会 議 ）   1回 
   213千円 

自 立 支 援 協 議 会 （ サ ブ 協 議 会 ）   16 

障害者相談員連絡調整事業業務委託    2団体    327 

計    540 

③    在宅要援護者総合支援 

在宅における障害者の生活を総合的に支援するために、市町村に対し補助を行った。 

区 分 事業量 事業費 

じ ん 臓 機 能 障 害 者 等 通 院 交 通 費 補 助  2,024人   21,270千円 

重 度 身 体 障 害 者 ( 児 ) 住 宅 改 造 費 補 助     19件    5,214 

日 中 一 時 支 援 (心 身 障 害 児 集 団 活 動 ・ 訓 練 )    3か所    3,429 

在 宅 重 度 心 身 障 害 者 等 デ イ ・ サ ー ビ ス   10   40,612 

日中一時支援(登録介護者・サービスステーション） 240人･13か所   22,847 

知 的 障 害 児 ( 者 ) 地 域 ホ ー ム    1か所      946 

計   94,318 

③ 関係団体補助 

   障害者団体の運営費や事業費に対して補助することにより、各団体の活発な事

業実施を支援し、障害者の社会参加促進やボランティアの育成を図った。 

区  分 事 業 量 事 業 費 

聴 覚 障 害 者 福 祉 推 進 補 助     1団体    1,155千円 

音 声 機 能 障 害 者 発 声 訓 練 ・ 指 導 者 養 成 補 助      1       443 

ボ ラ ン テ ィ ア 活 動 推 進 費 補 助      3       220 
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区  分 事 業 量 事 業 費 

心 身 障 害 児 ( 者 ) 関 係 団 体 補 助     3 団体   1,720千円 

盲 ろ う 者 支 援 体 制 整 備 補 助      1       144  

身 体 障 害 者 特 別 研 修 会 開 催 補 助      1      500 

精 神 関 係 団 体 補 助      2    1,400 

計    5,582 

④ 身体障害者介護機器展示普及 

  ア 身体障害者用介護機器展示普及  54 千円 

     介護機器を借り上げ、社会福祉総合センターに展示することにより、福祉機

器に対する理解と普及の促進を図った。 

  イ 車いすリサイクル事業委託   1,260 千円 

     不用となった車いすを改修し、必要とする児童に無償で貸与等することによ

り、資源の有効活用及び福祉の向上を図った。 

⑤ 障害者虐待防止対策支援 

県権利擁護センター（県社会福祉士会へ業務委託）を運営し、虐待相談のほ

か、専門職チームの派遣、市町村虐待防止センターとの情報交換会、虐待防止研

修や出前講座を実施するなど、障害者虐待防止に関する取組を行った。 

区  分 開催回数 参加者数 事 業 費 

虐 待 通 報 相 談   98回   2,879千円 

専 門 職 派 遣      1        12 

市 町 村 情 報 交 換 会      1     15人       

障 害 者 虐 待 ・ 権 利 擁 護 研 修      4    363     733 

出 前 講 座    47        420 

ネットワーク会議（関係団体） 1 21     77   

普    及    ・    啓    発   159 

計  4,280    

 

(７)精神保健対策                                      決算額    198,600 千円 

 ①  精神科救急医療システム体制整備 

   ア 精神科救急医療  

    夜間・休日に急激に症状が悪化した精神障害者が医療機関で受診、入院でき

るよう県立精神医療センターを基幹病院とし、民間病院を輪番とする救急医療

システムを整備した。 

受診者数（当番日のみ） うち診察のみ  入院者数   事 業 費 

694人 227人 467人 42,334千円 

イ 精神障害者移送体制整備 

 こころの健康センター（精神科救急情報センター）に、自傷他害のおそれのあ

る精神障害者の移送業務を集約し、年間を通じて、午前８時 30 分から午後 

10 時までの間、精神科医、保健師等による移送体制を整備することにより、適 
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正な医療及び保護の確保を図った。 

通報件数 うち診察件数 措置入院件数 事 業 費 

583件 315件 129件 8,377千円 

② 自殺対策 

  行政や関係機関、団体が連携し、総合的な自殺対策を推進するため、県自殺対

策連絡協議会を開催するとともに、市町村や民間団体と連携して自殺対策事業に

取り組んだ。 

 また、こころの健康センター内に設置した自殺対策推進センターを中心に、若

年層対策や自殺未遂者等のハイリスク者への支援を行ったほか、市町村が実施す

る地域の特性に応じた自殺対策に対して支援を行った。 

区 分 事業主体 事業量 事業費 

交 付 金 事 業 

 計 画 策 定 

(市町村計画見直しに向けた協議) 

県・2町村  1事業     169千円 

電 話 相 談 ・ Ｓ Ｎ Ｓ 相 談 県・ 5市町村・2団体  12    18,096 

対 面 相 談 県・ 7市町村・1団体 11     3,408 

人 材 養 成 

(ゲートキーパー研修等開催) 

県・20市町村・4団体 49    4,486 

普 及 啓 発 

(相談電話や相談窓口の周知) 

県・23市町村・1団体 44  

  

  6,670 

若 年 層 対 策 

(対象を若年層に絞った事業) 

県・14市町村・3団体 31  

   

20,613 

自 殺 ハ イ リ ス ク 地 対 策 1市町村  1     1,259 

自 殺 未 遂 者 支 援 

(救 急 ス タ ッ フ 向 け 研 修 ) 

県  

 

1  925   

自殺対策連絡協議会及び地域自殺対策連絡会議の開催 10回  480 

県自殺対策推進センター 

（こころの健康センター内に専門職員を配置し地域の取組支援） 

  3,613  

計  59,719 

 

区 分 件 数 備 考 

こころの健康相談統一ダイヤル 

（ 自 殺 予 防 専 用 電 話 ） 
2,906件 

受付時間：月曜～金曜 

9時～22時 

③    高次脳機能障害支援拠点機関の運営 

      高次脳機能障害支援拠点機関である前橋赤十字病院に高次脳機能障害支援コー

ディネーターを配置し、日常生活や社会復帰に向けた支援や、医療的ケア・リハ

ビリ等に関する専門的な相談を行った。 
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区 分 件 数 事業費 

高 次 脳 機 能 障 害 支 援 相 談 1,120件 7,023千円 

④ 保健所相談指導 

      地域精神保健活動として、各保健福祉事務所において専門医による精神保健相

談や保健師による訪問指導を実施した。 

   また、地域における精神障害者、その家族及び一般の精神保健福祉に関する

様々な相談に応じることにより、精神疾患の早期発見、治療開始及び再発予防を

図った。 

区 分 件 数 

精 神 保 健 相 談 4,177件 

精 神 保 健 訪 問 指 導    ×198 

⑤ 災害時精神医療                                         

   大規模災害等の発生時に、精神科医療機関の支援や被災者の心のケア活動を行

う災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）の体制整備を推進し、令和４年度末時点

の隊員数は 151 人となった。また、国ＤＰＡＴ事務局が行う研修会に職員を派遣

してＤＰＡＴの運用方法等の修得に努めるとともに、隊員養成研修を開催した。 

⑥ 精神･身体合併症対策 

 前橋赤十字病院が設置する身体合併症精神科病棟（22 床）の運営費に対して補

助し、身体合併症患者に対する適切な医療を提供するための体制を整備した。 

区 分 事業量  事業費 

身体合併症精神科病棟運営事業費補助  1病院（22床）  33,506千円 

⑦ 依存症対策 

 依存症対策推進のため、アルコール健康障害対策連絡協議会の開催及び依存症

関連団体への活動支援を行った。 

区 分 事業量 事業費 

依 存 症 等 対 策 事 業 費 補 助  2団体   352千円 

 

(８)発達障害者支援                                  決算額     48,941 千円 

      障害児が身近な地域で専門的な支援が受けられるよう、療育システムネットワ

ーク推進事業を実施するとともに、発達障害者支援地域協議会を開催し関係者間

で協議を行った。 

区 分 事業量 人 数 事業費 備 考 

マザー＆チャイルド  131回  

 

383人   42,877千円 

 

発達の気になる幼児期等の

親子へ集団での療育指導を実施 

巡回・訪問相談 

 

  7    

 

7     

 

 

発達の気になる幼児期等の

親子に地域の公共機関等で

相談事業を実施 

 

 



―179― 

区 分 事業量 人 数 事業費 備 考 

コンサルテーション  193回  

   

489人   保育所、幼稚園の職員に気

になる園児への関わり方等

を助言 

つ ぼ み の 部 屋 

 

5か所 

 

394      4,360千円 

 

障害特性の理解が必要な幼

児期等の親子へ専門的な療

育指導を実施 

計  47,237  

 

(９)精神医療給付                                     決算額   117,031 千円 

      精神保健福祉法第 29 条に基づき、入院加療が必要と認められた者に対して、

その医療費を負担した。 

区  分 ４年度末対象者数 支払件数 事 業 費 

措 置 入 院 者 数       25人    434件   77,285千円 

 

(10)心身障害者福祉センター運営                       決算額      27,877 千円 

身体障害者と知的障害者の専門相談機関として、医学的・心理学的・職能的判

定を行うとともに、障害者の各種相談に対して助言指導を行った。 

また、市町村や施設に対して専門的な技術支援を行うとともに、巡回相談、在

宅訪問診査、身体障害にあっては地域リハビリテーションを通じて障害者の在宅

生活支援を行った。 

  ・身体障害者の相談及び判定件数 

区  分 来  所 巡回相談 計 

相談件数      1,534件      54件     1,588件 

判定件数      1,534       54      1,588  

    ・知的障害者の相談及び判定件数                                           

区  分 来  所 巡回相談 計 

相談件数       400件       67件     467件 

判定件数       694(400)      134(67)     828(467) 

※知的障害者の判定件数は、医学・心理判定の合計。うち（）内は心理判定件数。 

 

(11)発達障害者支援センター運営                        決算額       7,273 千円 

 発達障害児(者)に対する専門的相談のほか、普及啓発・研修、関係機関とのネ

ットワークの構築などに取り組んだ。 

区分 相談・発達支援 相談・就労支援 普及啓発・研修  

件 数 2,399件 143件 8回 

                                                                      

(12)しろがね学園運営                                 決算額     78,405 千円 

知的障害児等の生活支援や生活指導等を、児童等の能力と特性に応じ適切に行
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うため３寮体制により運営している。 

また、障害児短期入所事業や障害児(者)地域療育等支援事業を実施して、地域

で生活する障害児(者)及びその家族への療育支援、生活支援を行った。         

区 分 定 員 利用状況 

入  所   54人 令和4年4月1日入所児童数   36人 

短期入所・日中一時      6 年間延べ利用児童数     13 

 

(13)こころの健康センター運営                        決算額    57,458 千円 

  県民のこころの健康の維持や精神障害者の社会参加の促進、関係者の資質の向

上を目指し、精神障害者に対する精神保健相談及び社会復帰相談指導を実施する

とともに、精神保健福祉等関係職員の研修を行った。 

また、「ひきこもり支援センター」として電話・来所相談の充実を図った。 

①   精神保健相談、家族教室、研修等  

区  分 事 業 量 参 加 者 

精神保健相談  電 話 相 談（月～金） 

              来 所 相 談（定 期） 

              メール相談（毎 日） 

  6,446件 

   232 

    36 

 

 

社会復帰相談指導（薬物等依存症）     23回    114人 

家族教室等      24     141 

  薬物依存症      12      67 

 自死遺族      12      74 

教育研修      43   2,751 

②   ひきこもり支援センター  

区  分 事 業 量 参 加 者 

ひきこもり相談  電話相談（月～金） 

               来所相談（定 期）             

    488件 

    71  

 

 

ひ き こ も り 家 族 教 室    10回     129人 

教 育 研 修 ・ 普 及 啓 発      7    245 

 

(14)施設管理                                          決算額     123,537 千円 

 ① 障害者リハビリテーションセンター運営・再編整備 

   県社会福祉事業団を指定管理者として、県立障害者リハビリテーションセンタ

ーを運営し、入所者の障害程度に応じた訓練や介護を提供することにより、安心

・快適な施設生活及び社会復帰の促進に努めた。 

区 分 定 員 事業内容 

生 活 介 護 

 

 120人 

   

常時介護を要する障害者に対し、日常生活上の介護や

看護、機能訓練を行う 
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区 分 定 員 事業内容 

短 期 入 所 

 

 

  12人 

 

 

短期間の入所を必要とする障害者等につき、当該施設 

に短期間の入所をさせ、介護その他必要な支援を行う 

(併設型。空き状況により空床利用型も実施。) 

自 立 訓 練 

（機能訓練） 

 

  20人 

  

 

地域生活への移行を図る上で、身体機能の維持・回復

などの支援が必要な障害者に対し、基本動作訓練、歩

行訓練等のリハビリテーションや相談援助を行う 

自 立 訓 練 

（生活訓練） 

 

  10 

 

 

地域生活への移行を図る上で、生活能力の維持・向上

などの支援が必要な障害者に対し、生活管理能力の向

上、生活リズムの確立などの訓練や相談援助を行う 

障害の多様化・重度化やノーマライゼーションの理念の普及を背景として、よ

り専門的なサービス提供や福祉マンパワーの育成、老朽化した施設の改修による

利用環境の改善を図るため、再編整備を平成 25 年度から進め、令和３年度末に

完了した。 

令和４年度は、未利用地の今後の活用方法について引き続き検討を行った。 

   ・再編整備の概要 

区 分 北棟（旧生活居住棟） 南棟（新棟） 

構 造 ・ 規 模 鉄筋コンクリート造・平屋建 鉄筋コンクリート造・平屋建 

建 設 年 月 昭和49年12月 平成29年1月 

延 べ 床 面 積 2,610.01㎡ 5,120.39㎡ 

定 員 規 模 

 

 

 

入所     40名(生活介護40名)

短期入所  6名 

 

 

入所     100名 

（生活介護80名、自立訓練20名） 

短期入所   6名 

通所      10名（自立訓練10名） 

事 業 実 績 

 

 

 

 

平成28年度    実施設計 

平成29～30年度 改修工事 

平成31年2月    改修工事完了 

令和元年    不要施設の 

        解体工事完了 

平成25年度      基本設計 

平成26年度      実施設計 

平成27～28年度  建設工事 

平成29年1月     新棟完成 

 

事 業 内 容 

 

 

 

 

 

 

現施設利用者の生活環境改善 

・4人部屋→2人部屋 

・老朽化した設備の更新 

・防火壁への更新 等 

 

 

 

県立施設としての機能充実 

・医療的ケアが必要な重度障害者

 （ＡＬＳ等）対応個室 

・高次脳機能障害者等へのリハビ

  リ訓練室 

・福祉マンパワーの育成支援のた

  めの研修室 等 
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 ・令和４年度の事業概要  

区 分 事業費 

未 利 用 地 の 不 動 産 鑑 定    2,484千円 

未 利 用 地 の 除 草 作 業 1,188 

② 聴覚障害者コミュニケーションプラザ運営 

   聴覚障害者への情報提供、手話通訳者等の派遣養成及び相談支援を行うための

施設として聴覚障害者コミュニケーションプラザを設置し、県社会福祉事業団及

び県聴覚障害者連盟の共同体を指定管理者として運営することで、聴覚障害者に

対する情報提供等の充実を図った。 

  ・指定管理料  44,079 千円 

区 分 事業量等 

録 画 物 5,249本(貸出実績  309件、延べ1,162本) 

手 話 通 訳 者 109人(派遣延人数 648人) 

要 約 筆 記 通 訳 者 手書き42人、パソコン24人(派遣延人数685人) 

手 話 通 訳 者 養 成 講 座 

 

通訳基本コース 5人、通訳応用コース 5人、 

通訳実践コース  9人 

要約筆記通訳者養成講座 手書きコース 6人、パソコンコース 9人 

貸 出 用 情 報 機 器 15種(貸出実績 477件) 

相         談 829件 

③ 点字図書館運営 

   視覚障害者への情報提供、点訳音訳奉仕員の養成などを行うための施設として

県立点字図書館を設置し、県社会福祉事業団及び県視覚障害者福祉協会の共同体

を指定管理者として運営することで、視覚障害者に対する情報提供等の充実を図った。 

   ・指定管理料 40,263 千円 

   ・図書貸出状況 

区 分 

 

点字図書 

 

録音図書 

（テープ） 

録音図書 

（デイジー） 

録音図書 

（一般ＣＤ） 

貸 出 数 7,134冊 725巻 29,751枚 25枚 

  ・奉仕員養成の状況 

区  分 受 講 者 修 了 者 

音訳奉仕員養成講座     22人      16人 

点訳奉仕員養成講座      34       5 

④ 義肢製作所運営 

   県社会福祉事業団を指定管理者として県立義肢製作所を運営し、障害者個人の

特性に応じた義肢装具の製作（修理）を行い、福祉の向上に努めた。 

・指定管理料 10,330 千円 

    ・義肢補装具等交付・修理件数 
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区 分 交付（製作） 修 理 合 計 

件 数 168件 249件 417件 

⑤ 精神障害者援護寮運営 

 (社福)アルカディアを指定管理者として県立精神障害者援護寮を運営し、回

復途上にある精神障害者に一定期間居室その他の設備を提供することにより、宿

泊による生活訓練を通して、日常生活における障害の軽減、自主的な生活を維持

する能力を増進した。 

  ・指定管理料 24,842 千円 

施設利用状況 人 数 

令 和 4年 3月 末 現 在 の 在 所 者 数 

令 和 4 年 度 中 の 入 所 者 数 

令 和 4 年 度 中 の 退 所 者 数 

令 和 5年 3月 末 現 在 の 在 所 者 数 

   9人 

   9 

   8 

  10 

 

８ 薬 務 費 

(１)薬務行政 決算額    68,225 千円 

 ① 薬務事業推進 46,322 千円 

薬務事業に係る各種会議・研修等を実施するとともに、薬事審議会を開催し、

医薬品等の安全性と有効性の確保に努めた。 

また、かかりつけ薬剤師・薬局の普及を推進するなど、地域包括ケアシステム

の一翼を担うことができる薬局の整備に努めた。 

 ② 災害用医薬品備蓄等 2,415 千円 

県医薬品卸協同組合及び県医療機器販売業協会に災害用医薬品 102 品目及び医

療機器 55 品目を流通備蓄の形で保管委託し、災害時における医薬品等の供給体

制の確保を図った。 

③   登録販売者試験登録制度 10,074 千円 

医薬品販売の専門家としての「登録販売者試験」を実施するとともに、販売従

事登録を行った（令和４年度末時点で 4,294 人登録）。 

区  分 出願者数 受験者数 合格者数 合格率 

登 録 販 売 者 試 験 2,004人 1,808人 1,033人 57.1％ 

 ④ 後発医薬品適正使用 2,316 千円 

後発医薬品（ジェネリック医薬品）を安心して選択できる環境整備等について

協議するため、「県後発医薬品適正使用協議会」を開催するとともに、後発医薬

品に関する理解促進のため、講演会の開催及び SNS を活用した広告配信などを行った。 

・後発医薬品使用割合（令和４年 12 月時点）86.3％ 

   

(２)薬事監視 決算額       5,451 千円 

  ①  医薬品等監視指導 

   医薬品等の品質、有効性及び安全性の確保と適正な管理や使用の徹底を図るた
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め、製造業者及び薬局等販売業者等への立入検査やいわゆる健康食品の虚偽・誇

大広告の取締りを行ったほか、県民に対して医薬品等の正しい知識の普及に努めた。 

区  分 立入施設数 

 立 入 検 査 784施設 

  ② 無許可・無承認医薬品等指導取締 

いわゆる健康食品に医薬品成分を不正に含有している製品が流通していること

から、県内の店舗で健康食品を試買し、県食品安全検査センターにて医薬品の含

有を確認する試験検査を実施した。また、インターネットで健康食品を試買し、

国の試験検査機関（国立保健医薬品食品衛生研究所）に送付した。 

 

(３)献血対策                     決算額       3,481 千円 

献血思想の普及啓発と献血運動の推進を図り、県内献血目標者数の献血者を確保できた。 

県内献血目標者数 

 

県内献血実施者数 

 

内  訳  

 成分献血  400mL献血 200mL献血 

     89,525人      90,760人   30,498人   56,619人   3,643人 

また、県赤十字血液センターに対して献血推進員設置費補助を行い、事業所等

への献血協力依頼を強力に推進するなど、県内における献血者の安定的な確保を

図った。 

このほか、骨髄移植を必要とする患者の希望に応えるため、県赤十字血液セン

ター及び県骨髄バンク推進連絡協議会と連携して啓発活動などを行った結果、令

和４年度末現在の県内骨髄移植ドナー登録者数（累計）は 6,565 人となった。 

区 分 事 業 概 要 実  績  事業費 

血 液 事 業 推 進 

 

献血功労者（個人及び団体）

に対して、表彰を行った。 

1,254者 1,190千円  

若 年 層 献 血 者 対 策 

 

献血について若年層への普及啓

発のための動画配信閲覧数  

5,387回   437 

県赤十字血液センター

献血推進員設置費補助 

献血推進員 

活動実施日数 

1人 

179日 

1,252 

骨 髄 移 植 普 及 対 策 骨髄移植ドナー支援補助 6件 491 

計 3,370 

 

(４)毒物劇物取締                       決算額     889 千円 

毒物劇物関係の事件・事故を防止するため、毒物劇物取扱者試験を実施すると

ともに、毒物劇物営業者及び業務上取扱者に対し、毒物劇物の適正な取扱いや保

管管理等の指導取締を行った。 

区 分 出願者数 受験者数 合格者数 合格率 

毒物劇物取扱者試験 479人 442人 170人 38.5％ 

 

区 分 事 業 量 

毒物劇物営業者等取締 一 般 立 入 検 査     延べ190施設 

農 薬 危 害 防 止 対 策 農薬使用者（ゴルフ場）立入検査          4 
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(５)麻薬・覚醒剤対策                  決算額    4,796 千円 

 ① 監視指導取締 

薬物乱用を防止するため、麻薬取扱施設、向精神薬取扱施設、覚醒剤原料取扱

施設及び大麻栽培者等に対する立入検査を実施した。 

  ② 薬物乱用防止啓発活動 

青少年に対する薬物乱用防止啓発活動を積極的に実施するとともに、地域に密

着した広範な啓発活動を推進し、県民意識の高揚と薬物乱用を許さない社会環境

づくりに努めた。 

区    分 実施件数等 

麻 薬 取 扱 施 設 立 入 検 査 

向 精 神 薬 取 扱 施 設 立 入 検 査 

覚 醒 剤 原 料 取 扱 施 設 立 入 検 査 

             546件 

484  

            492  

薬 物 乱 用 対 策 推 進 本 部 本 部 会 

薬 物 相 談 窓 口 業 務 

不 正 大 麻 ･ け し 撲 滅 運 動 ( 5 月 ～ 7 月 ) 

 

            1回 

            137件 

  けし抜去 11,039本

 大麻抜去    22  

６．  ２ ６ ヤ ン グ 街 頭 キ ャ ン ペ ー ン 中止 

③ 薬物再乱用防止対策 

 薬物の再乱用防止対策の推進を図るため、薬物依存症者の治療と回復支援に携

わる関係者に対して認知行動療法を用いた治療・回復プログラムの周知を図る研

修会を開催した。 

区    分 参加者数 

(第1回) (第2回) 

依 存 症 回 復 支 援 者 研 修 46人 37人 

  ④  危険ドラッグ対策  

   平成 27 年３月に制定した「県薬物の濫用の防止に関する条例」に基づき、麻

   薬、覚醒剤等と同等以上に身体に危険な薬物を「知事指定薬物」に指定し、迅 

     速に危険ドラッグの規制を行った（４回、15 物質）。 

 

(６)温泉保護指導 決算額       7,029 千円 

  ① 温泉掘削等許可 

温泉法の申請に係る事前調査等を実施し、自然環境保全審議会温泉部会の意見

を聴取の上、許可を行った。 

部 会 開 催 日 
掘 削 動力装置設置 

申 請 許 可 申 請 許 可 

令和4年 6月23日   1件 1件 

令和4年10月28日 1件 1件   

令和5年 2月14日 2 2   

 ②  温泉源定期調査 

温泉源の湧出量等の現況把握を行い、温泉行政の基礎資料とするため、温泉源

定期調査を実施した。 
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・調査対象：県内温泉源（212 温泉地、459 源泉） 

③ 万座温泉旅館施設立入調査 

万座温泉における、硫化水素ガスによる事故を未然に防止するため、全利用施設

への立入調査を３回実施し、管理者への指導を行った（７月、12 月、３月）。 

 

９ 国保援護費 

(１)国民健康保険給付適正化指導              決算額      1,313 千円 

 ①  保険医療機関及び保険医指導 

保険診療の適正化のため、保険医療機関、保険薬局、保険医及び保険薬剤師に

対し、集団指導、集団的個別指導及び個別指導等を行った。 

区   分 機 関 数 備    考 

集  団  指  導      82機関 医科19、歯科20、薬局43 

集 団 的 個 別 指 導     221 医科73、歯科77、薬局71 

個  別  指  導      15 医科６、歯科７、薬局２ 

 ② 外国人患者受入医療機関支援 

新型コロナウイルス感染症の影響等による医療機関の経営悪化等を踏まえ、当

面の間の措置として、公的医療保険の適用のない外国人患者に係る救急医療機関

の診療負担の軽減のため、県観光物産協会が実施する医療機関への助成事業に対

して補助した。 

医療機関数 対象外国人 医療費補填金額 事業費 

5機関 6人 629千円 963千円 

 

(２)国民健康保険保健施設活動               決算額      11,866 千円 

   へき地住民の医療の確保や健康の増進を図るため、へき地の診療所開設者に対

して、運営費を補助した。 

区    分 事 業 費 備   考 

国民健康保険へき地診療施設 

運 営 費 補 助 

11,866千円 

        

神 流 町 国 保 中 里 診 療 所 

東 吾 妻 町 国 保 診 療 所 

 

(３)国民健康保険指導監査・育成強化           決算額      3,610 千円 

   保険者指導監査を行ったほか、研修会、講習会、国庫負担金・補助金の申請及

び基礎資料作成事務の指導等を行い、国民健康保険事業の円滑な実施を図った。 

区    分 保険者数等 備       考 

指 導 監 査     21件  一般指導監査  

国庫負担金･補助金に関する申請 

及び基礎資料作成等の事務指導 

     37 

 

 国庫負担金・補助金の事務指導 

 

研 修 会 ・ 講 習 会 ・ 説 明 会 等       5回   市町村等事務担当者 
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(４)国民健康保険運営安定化推進             決算額  6,195,582 千円 

市町村国保における国民健康保険事業の財政の安定化を図るため、費用の一部

を負担するとともに、事業が適正、円滑に実施されるよう市町村に対する支援を

行った。 

区    分 事 業 費 事  業  内  容 

保 険 基 盤 安 定 負 担 

 

 6,168,981千円 

 

保険税軽減額の3/4及び保険者支援分 

1/4を負担 

未就学児均等割保険税 

負 担 金 

26,601 均等割保険税の公費負担5割のうち 

1/4を負担 

計 6,195,582  

 

(５)国民健康保険特別会計繰出                 決算額 10,594,645 千円 

国民健康保険財政の安定化等を図るため、法定の負担額のほか、福祉医療の実

施に伴い削減された国庫負担金等削減額の一部について、一般会計から国民健康

保険特別会計に繰り出した。 

区    分 事 業 費 事  業  内  容 

県 繰 出 

 

8,419,533千円 

 

県内市町村国保間の財政調整を行う

ため、国保給付費等の9％を繰り出し 

高 額 医 療 費 繰 出 1,466,337 

 

1件当たり医療費が80万円を超える部

分の市町村拠出金額の1/4を負担 

特 定 健 康 診 査 等 繰 出 

 

243,126 

 

特定健康診査・特定保健指導に要す

る費用の1/3を繰り出し（令和4年度分）

特 定 健 康 診 査 等 繰 出 

（ 過 年 度 分 ） 

18,796 特定健康診査・特定保健指導に要する費

用の令和3年度分精算に伴う国への返還 

福 祉 医 療 制 度 

減 額 調 整 繰 出 

444,012 

 

福祉医療の実施に伴う国庫負担金等

削減額の1/2相当額を繰り出し 

事 務 費 等 繰 出 

 

2,841 

 

国保運営協議会開催経費や国保連合

会負担金などを繰り出し 

計 10,594,645  

 

(６)後期高齢者医療対策                   決算額 25,074,903 千円 

   県後期高齢者医療広域連合が実施する後期高齢者医療に要する費用について、

その一部を負担するとともに、事業が適正、円滑に実施されるよう県後期高齢者

医療広域連合及び市町村に対する支援を行った。 

区    分 事 業 費 事  業  内  容 

 

県 費 定 率 負 担 

千円 

19,524,683   
県後期高齢者医療広域連合が運営する後

期高齢者医療制度の費用負担のうち1/12を負担 
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区    分 事 業 費 事  業  内  容 

高 額 医 療 費 県 費 負 担 千円 

1,434,155  
高額な医療費発生による後期高齢者医療

広域連合の財政リスクを緩和するため、

レセプト1件当たり80万円超の医療費1/4を負担 

保険基盤安定県費負担 4,113,651  後期高齢者医療広域連合の運営の安定化

を図るため、低所得者等に対する保険料

軽減額の3/4を市町村に対して負担 

財 政 安 定 化 基 金 積 立       105 

 
保険料未納リスク、給付増リスク等による

後期高齢者医療広域連合の財政への影響に

対応するための基金積立て（財源は、国

1/3、県1/3、後期高齢者医療広域連合1/3） 

計 25,072,594   

 

(７)福祉医療                       決算額  6,793,963 千円 

   子ども、重度心身障害者、母子・父子家庭等に対して市町村が実施する医療費

助成事業に補助（補助率 1/2。医療費自己負担分及び審査支払手数料を対象）を

行い､ 子ども等が必要な医療を安心して受けられるようにすることで、その健康

管理の向上に努めた。 

区  分  対 象 者 受診件数 事 業 費 １件当たり事業費 

子 ど も   212,897人  3,087,753件 3,474,414千円    1,126円 

重度心身障害者    39,647  1,097,716 2,744,718    2,500 

母子・父子家庭等    29,643    419,876 571,882    1,362 

      計   282,187  4,605,345 6,791,014    1,475 

 

(８)中国帰国者等援護                  決算額     10,638 千円 

   中国残留邦人等の受入援護に係る業務等を実施したほか、県拓友協会が行う日

本語教室開催等に対し補助し､中国帰国者の自立等を支援した｡ 

区    分 事 業 費 事  業  内  容 

帰 国 者 受 入 援 護       

 

 8,224千円 

 

中国帰国者支援給付対象49世帯 

支援・相談員派遣等 

県 拓 友 協 会 運 営 費 補 助  1,492 中国帰国者援護担当職員の設置 

身近な地域での日本語教育支援補助    922  県拓友協会に補助 

中国帰国者日本語教室受講者数延

べ165人 

計 10,638  

 

(９)戦傷病者特別援護                  決算額         77 千円 

   戦傷病者特別援護法に基づき戦傷病者に対し療養の給付等を行ったほか、重度

障害者等に対する歳末慰問等により、戦傷病者の慰藉激励等を行った。 
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区    分 事業量 事  業  内  容 

戦 傷 病 者 手 帳 の 交 付 等   12 人 戦傷病者特別援護法の規定による

給付等を実施 療 養 の 給 付 等    1  

Ｊ Ｒ 無 料 乗 車 券 引 換 証 の 交 付   1   

戦 傷 病 者 歳 末 慰 問    1  療養患者に慰問品を贈呈 

 

(10)遺族等援護              決算額     14,317 千円 

   援護関係各特別給付金支給法に基づく特別給付金の裁定等を行い、戦没者遺族

等に対する援護を推進した。 

区    分 事業量 事  業  内  容 

戦 没 者 遺 族 相 談 員 に よ る 相 談 対 応 

 

  106件 

 

厚生労働大臣から委託された 

25人が相談事業を実施 

戦傷病者等の妻に対する特別給付金     5   

戦没者等の遺族に対する特別弔意金   951  

 

(11)軍歴調査・恩給請求                 決算額      93 千円 

   本人、遺族等からの請求に基づき、恩給等に係る調査・指導・進達を実施した

ほか、叙勲等に係る軍歴・前叙の調査、軍歴証明書の交付事務等を行った。 

区    分 事業量 事  業  内  容 

軍歴 

調査 

履 歴 書 の 交 付   117 件 軍務に係る履歴書を申請者に交付 

兵 籍 簿 等 の 謄 本 交 付    13 叙勲等の資料として謄本を機関に交付 

                    

(12)戦没者慰霊                      決算額     7,112 千円 

   県戦没者追悼式及び沖縄「群馬之塔」慰霊参拝を実施したほか、市町村におけ

る戦没者慰霊行事への参列、次世代継承パネル展示に対する補助、遺族の会運営

に対する補助等を行った。 

区 分 事業量 事業費 事業内容 

県 戦 没 者 追 悼 式 

 

   

 

 1,954千円 

 

8月15日、昭和庁舎にお

いて追悼行事を開催 

市 町 村 等 追 悼 式 （ 慰 霊 祭 ） 

 

    19回 

 

   199  

 

市町村、地区単位追悼

行事への参列及び供花 

全国戦没者追悼式（慰霊祭） 

 

    1  

 

   12 全国戦没者追悼式への

参列 

沖縄「群馬之塔」慰霊参拝補助 

 

   1 

 

   710 

 

11月15～16日、沖縄慰霊

参拝を実施 

次 世 代 継 承 パ ネ ル 展 示 補   1 

 

   450  

 

10月14日～18日、県民ホ

ールにおいて次世代継承

パネル展を開催 
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区 分 事業量 事業費 事業内容 

抑留中死亡者に関する遺族調査 

 

   2件 

 

 

 

ソ連抑留中死亡者に関

する遺族調査等 

計  6,335千円  

 

10 食品・生活衛生費 

(１)狂犬病予防                     決算額     27,723 千円 

 狂犬病の発生防止及び犬による危害防止を図るため、県民に対し、犬の登録・予

防注射の徹底について周知するとともに、野犬等の収容及び犬等の動物に係る苦

情に対応した。 

区      分 事  業  量 

犬 の 新 規 登 録 頭 数        6,186 頭 

狂 犬 病 予 防 注 射 頭 数       49,456 

野 犬 等 の 収 容          312 

収 容 犬 の 返 還          219 

咬 傷 事 故 件 数           34 件 

 

 

注 射 犬 に よ る も の           26 

未 注 射 犬 に よ る も の             8 

苦 情 処 理 件 数        7,219 

 

 

 

犬        2,718 

猫        3,616 

そ の 他 の 動 物 等          885 

※中核市（前橋市、高崎市）実績を除く。 

 

(２)動物愛護                                             決算額     34,996 千円 

 ① 県動物愛護管理推進計画の推進 

   人と動物が共生できる豊かな社会の実現に向けて、令和３年度から推進してい

る県動物愛護管理推進計画（第３次）に基づき、県動物愛護センターを拠点として、

収容した犬猫の返還、犬猫の引取り、動物愛護団体と連携した犬猫の譲渡、新たな

飼い主への譲渡も考慮した適正飼養指導等、各種事業を実施した。 

区      分 事  業  量 

犬 猫 の 引 取 り   犬     99 頭、猫 673 匹 

犬 猫 譲 渡 数 犬 143 頭、猫 365 匹 

飼い主のいない猫対策支援 

（ 不 妊 去 勢 手 術 数 ） 
21 地域、20 匹 

   ※中核市（前橋市、高崎市）実績を除く。 

 ② 動物愛護普及啓発 

   愛玩動物の適正飼養と愛護精神の普及啓発を図るため、各種事業を実施した。 
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区   分 事  業  量 

動物ふれあい推進 
獣医師が小学校等へ出向き、子どもに動物の習性や接

し方を教え、ふれあう体験を実施（実施施設 120 施設） 

動物愛護ポスター

コンクール    

「動物愛護週間」の一環として、小中学生を対象に動

物愛護ポスターを募集（総応募数 5,199 点） 

ぐんま犬猫パート

ナーシップ制度  

動物愛護普及啓発に協力するペットショップやトリミ

ングサロン等をパートナー事業所として登録。「犬猫

パートナー通信」を毎月発行し、パートナー事業所に

対して情報提供を実施（令和 4 年度末パートナー事業

所数 82 店舗）。 

 

(３)生活衛生                                             決算額    20,222 千円 

生活衛生関係営業施設の利用者の安全と衛生水準の確保・向上を図るため、県

生活衛生監視指導実施要領に基づき、生活衛生営業施設等に対して監視指導を実

施した。 

また、生活衛生関係営業の育成・振興及び利用者・消費者対策等幅広い事業を

実施している県生活衛生営業指導センターに対し、事業費を補助した。 

区      分 事業量（令和 4 年度末） 

営 業 施 設 数     8,469 件 

営 業 許 可 件 数      220 

営 業 廃 止 件 数      313 

  (注)対象業種：興行場、公衆浴場、旅館、理容所、美容所、クリーニング所 

 

(４)住宅宿泊                                           決算額      16 千円 

住宅宿泊事業法に基づき、民泊事業に係る届出を受理した。 

区      分 事  業  量 

営 業 施 設 数      108 件 

届 出 受 理 件 数       17 

 

(５)食品衛生                                             決算額    32,437 千円 

 食品営業施設等の衛生水準の維持・向上及び食品の安全性確保を図るため、県

食品衛生監視指導計画に基づき、食品営業施設等に対して監視指導を実施すると

ともに、各種食品について、動物用医薬品、食品添加物、残留農薬、アレルゲン

及び細菌等の試験検査を行った。また、放射性物質についても流通食品の検査を

実施した。 

 さらに、高齢者福祉施設及び保育所等の施設管理者、調理従事者等を対象とし

た手洗い、器具の洗浄及び消毒に関する衛生講習会を開催した。 

区           分 事  業  量 

営 業 許 可 数 食 品 衛 生 法 に 基 づ く も の       3,415 件 

営 業 施 設 数

(令和 4 年度末) 

許 可 営 業 

営 業 届 出 

     18,437 

      5,071 
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区           分 事  業  量 

営 業 施 設

監 視 件 数 

許 可 営 業 

営 業 届 出 

      9,469 件 

      1,556 

試 験 検 査 検 体 数       1,066 

・試験検査検体数の内訳（検査項目別、下段括弧内は件数のうち輸入食品） 

検 査 項 目 検 体 数 検        体 

食 品 添 加 物     234 件 

(107) 

各種加工食品、菓子類、乾燥果実等 

残 留 農 薬       43 

(26) 

農産物加工食品、牛肉等  

動 物 用 医 薬 品      411 食肉等 

放 射 性 物 質       24 各種流通食品、加工食品等 

重 金 属       50 

    (24) 

清涼飲料水 

蛍 光 物 質       10 

     (4) 

クッキングペーパー・紙コップ等 

ア レ ル ゲ ン       60 めん類、菓子等 

細 菌      196 

    (24) 

アイスクリーム、牛乳、冷凍食品、

清涼飲料水等 

そ の 他       38 食品全般 

・高齢者福祉施設及び保育所等に対する食中毒対策 

区  分 事  業  内  容 

衛 生 講 習 会 の 開 催 4 回開催、623 人受講 

 

(６)乳肉衛生                                            決算額    83,273 千円 

 食肉及び食鳥肉並びに牛乳等を起因とする食品事故の発生防止を図るため、と

畜場及び食鳥処理場での検査及び監視指導を実施するとともに、ＨＡＣＣＰに基

づく衛生管理の外部検証として微生物試験、食肉中の抗菌性物質の検査等を実施

した。また、牛乳等について、製造施設等の監視指導や成分規格等の検査を実施した。 

区        分 事   業   量 

と 畜 検 査 

 

検 査 頭 数     583,960 頭 

全 部 廃 棄 頭 数              360 

一 部 廃 棄 頭 数          246,882 

食 鳥 検 査 

 

検 査 羽 数    7,714,424 羽 

解 体 禁 止 羽 数           37,774 

全 部 廃 棄 羽 数           38,128 

一 部 廃 棄 羽 数          191,833   
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区        分 事   業   量 

牛 乳 衛 生 

 

成分規格検査（加工乳を含む）               10 件 

抗 生 物 質 検 査                9  

細菌検査（加工乳を含む）               32  

 

(７)調理師・製菓衛生師関係業務                          決算額     2,534 千円 

調理師法第３条の２及び製菓衛生師法第４条の規定に基づき、調理師及び製菓衛

生師資格試験を実施した。 

    ・調理師・製菓衛生師試験（実施日：令和４年９月７日） 

区 分 出願者数 受験者数 合格者数 合格率 

調  理  師   292 人   271 人   202 人   74.5％ 

製 菓 衛 生 師   191    182    143     78.6  

 

(８)食品表示対策                                    決算額       461 千円 

平成 27 年４月１日に施行された食品表示法のほか、複数の法律によって規定さ

れている食品表示について、総合的な観点から監視指導等を行うとともに、表示の

適正化を目的とした調査を実施した。 

区     分 事業量 

表 示 相 談 受 付 件 数   184 件 

中 小 小 売 店 舗 調 査   15 店舗 

健康食品の成分表示適正確認調査    3 件 

袋 詰 め 精 米 の 品 質 確 認 検 査    6 

 

(９)水道事業促進                                         決算額   1,656,501 千円 

安全で安心な水道水を確保するため、水道事業者等に対して水道法及び県小水道条

例に基づき、許認可、立入検査及び必要な指導監督を行った。 

また、地震等災害が発生した場合でも、生命の維持や生活に必要な水を安定して供

給するため、導水管、送水管、配水本管といった「基幹管路」の耐震化等、水道事

業者が行う施設整備事業に要する費用の一部を補助した。 

  ・令和３年度末基幹管路の耐震化状況 

区 分 
基幹管路 

総 延 長 

耐震適合性の 

ある管の延長 

令和 2 年度末 

耐 震 適 合 率 

令和 3 年度末 

耐 震 適 合 率 

水 道 事 業 1,941,019m     745,082m     38.0％ 38.4％ 

用水供給事業 130,758  130,758  100  100  

群 馬 県 全 体 2,071,777  875,840  41.9  42.3  

・令和４年度補助事業実施状況 

区       分 地 区 数 事 業 費 

生 活 基 盤 施 設 耐 震 化 等 補 助（上水道） 5 市等 6 か所 1,642,366 千円 

災害に強い水道づくり促進費補助（簡易水道等） 2 町村 2 か所  9,870   
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(10)食品安全行政の総合的推進                     決算額      1,330 千円 

 ① 食品安全基本計画推進 

   食の安全･安心の確保を図るため策定している、「県食品安全基本計画 2020-20

24」の令和３年度時点での進捗について評価を行ったところ、約４分の３の施策で

「概ね順調」以上の評価となった。 

 ② 食品安全会議運営 

   食の安全に関係する庁内 13 部課長を構成員とする食品安全会議については、書

面により１回開催し、食品安全基本計画の進捗状況について情報共有に努めた。 

 ③ 食品安全審議会運営 

   食の安全に関係する重要事項や食品安全基本条例に基づく施策の申出処理など

を公正で客観的な観点から調査・審議する食品安全審議会（委員 10 名）を７月に

開催し、「県食品安全基本計画 2020-2024」令和３年度評価について、審議した。 

 ④ 食物アレルギー理解促進 

区 分 事 業 内 容 

啓 発 資 料 

作 成 

食物アレルギーの基本的事項をまとめた情報を多言語に翻訳し、

各言語版のパンフレットを作成し、群馬県ホームページで公開した。 

オンライン

セミナー  

有識者による「正しく知ってる?食物アレルギー～誤食時の対応を

含めて～」についての講演をオンラインで実施（参加者 796 名） 

⑤ 民間団体との連携 

   「ぐんま食の安全・安心ネットワーク」と協働でリスクコミュニケーション事業

を行った。 

区 分 回 数 参加者数 

講演会・意見交換会等 7 回 1,668 人 

⑥ 農林水産物の安全確保対策 

   農薬事案に関して、マニュアルの整備及び会議により事案発生に備えた。 

 

(11)リスクコミュニケーション推進                       決算額     729千円 

 ① 食の安全に関する消費者の疑問・不安の解消 

区 分 実施回数 参加者数 

講 演 会 等 13 回 2,851 人 

講 師 派 遣 2  126 

 ② 食の安全に関わる情報発信 

   県ホームページ「ぐんま食の安全・安心ポータルサイト」で食の安全に関わる情

報を発信するとともに、情報紙「ぐんま食の安全情報」を定期的に発行した。 

   なお、情報紙は、472 人（令和５年３月現在）の県登録ボランティア「ぐんま食

の安全情報通信員」やスーパーマーケットなどを通じて配布した。 

   このほか、幅広い世代に情報を提供するためフェイスブック、ツイッターにて

「ぐんま食の安全情報」を配信している。 
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区  分 内        容 

ホ ー ム ペ ー ジ 閲覧数（令和 4 年度）：約 21.8 万件 

情 報 紙 発行回数：10 回、年間発行部数：約 12 万部 

フェイスブック 平均閲覧数（令和 4 年度）：364 件／回（年 49 回掲載） 

ツ イ ッ タ ー 平均閲覧数（令和 4 年度）：250 件／回（年 41 回掲載） 

③ 産学官連携 

   食の安全に関する情報を若い世代に普及するため、高崎健康福祉大学及び共愛

学園前橋国際大学の学生を対象に、食品関係事業者等の取組紹介や農産物に関す

る身近な話題についての講義等をオンライン等により実施した。 

 ④ 食の現場公開（令和４年度末時点登録事業者数：30 事業者） 

   消費者が食品の生産・流通・加工・販売に関わる現場を訪問し、施設見学や食品

関連事業者と意見交換の支援に取り組んだ。 

 

(12)食品表示理解促進                       決算額      165 千円 

 ① 食品表示法普及啓発  

   食品表示に関する基本的ルールや原料原産地表示制度など、動画やチラシ等を

作成・活用し、消費者及び事業者への啓発を行った。 

区  分 内        容 

消 費 者 向 け ・情報誌「ぐんま知っ得食品表示」発行 

令和 4 年度 2 回発行(8 月・1 月) 

・「ググっと役立つ食品表示ガイド」の県 HP 掲載 

事 業 者 向 け ・適正表示講習会の開催 

令和 4 年度 YouTube により 7 テーマの研修動画を配信 

(視聴回数 合計 2,555 回) 

・食品表示の手引きの県 HP 掲載 

 ② 県民向け相談窓口「食の安心ほっとダイヤル」の運営 

   県民からの食品表示及び食の安全に関する疑問等に回答する窓口を設置し、県

民の不安解消に取り組んだ（令和４年度相談件数：81 件）。 

 

(13)食品安全検査の総合的推進                    決算額    26,432 千円 

農政部と連携し、生産から流通に至る県内の食品安全検査を食品安全検査センタ

ーで一元的に実施し、本県産農産物及び県内流通食品の安全確保に取り組んだ。 

 ① 流通段階の食品安全検査 

   食品衛生法及び食品表示法に基づき、製造所や販売店から無償で食品の提供を

受けて行う収去検査を次のとおり実施した。 

収去検査の結果、違反を発見したものについては、直ちに原因施設に対して立入

検査を実施し、必要な措置の指示及び再発防止の指導を行った。 
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区 分 内   容 

検査検体数 

 

 

 

 

県内流通農産物加工食品等の残留農薬検査：  43 検体 

加工食品の食品添加物検査       ： 234 

食品中の微生物検査          ： 196 

アレルゲン検査等           ： 182 

    計          ： 655 

検 査 結 果 食品表示基準違反 1 件(乾燥果実、添加物表示の欠落) 

対   応 販売店に指導を行うとともに、関係自治体へ調査依頼を行った。 

② 農産物等安全検査（技術支援課） 

   農薬適正使用条例に基づき、出荷前の県内産農産物を買い上げ、残留農薬検査を

次のとおり実施した。 

区 分 内   容 

検査検体数 県内産農産物の残留農薬検査：69 検体（10 品目） 

検 査 結 果 違反なし 

 

11 ワクチン接種推進費 

(１)ワクチン接種推進  決算額 1,810,945 千円 

  ① ワクチン接種の推進 

   新型コロナワクチン接種の円滑な実施に向けた体制を確保することにより、 

接種を希望する県民に、安全かつ迅速なワクチン接種を推進した。 

区 分 内容等 事業費 

個別接種促進支援 個別接種に協力した医療機関への協力金の給付 

               1,214医療機関 

千円 

1,649,910 

集団接種派遣補助 休日等に集団接種会場へ医療従事者を派遣し

た医療機関への経費の補助    64医療機関 

   11,311 

専門的な相談に対

する電話相談窓口 

ワクチン接種後の副反応など、医学的知見が必

要な専門的相談等に対応する「ぐんまコロナワ

クチンダイヤル」を設置・運営 

相談件数9,241件 

113,841 

副反応等に対応す

る 医 療 体 制 

ワクチン接種後の副反応等の診療にあたり、か

かりつけ医等と専門的医療機関が連携して対応

する医療体制を構築 

 4,055 

 

県 内 市 町 村 向 け 

接種予約システム 

県の公式ＬＩＮＥアカウントを活用し、市町村

と共同利用可能な予約システムを構築・運用 

21市町村、予約件数198,653件 

23,674 

ワクチン接種促進 若年層や小児･乳幼児接種対象者の保護者層に

向けたＳＮＳ広告でワクチン接種に関する正し

い情報を周知し、ワクチン接種を促進 

閲覧数25,388千回、クリック数136千回 

5,984 
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区 分 内容等 事業費 

そ の 他 事 務 費 等  千円 

2,170 

計 1,810,945 

 
12 県営ワクチン接種センター運営費 

(１)ワクチン接種センター運営              決算額   806,150 千円 

 ① 県営ワクチン接種センターの運営 

希望する県民への新型コロナワクチンの追加（３回目）接種を早期に完了する

ため、県営ワクチン接種センターを設置・運営し、全国トップクラスのスピード

で県民へのワクチン接種を進めた。  

区 分 接種回数 事業費 

県 営 ワ ク チ ン 接 種 セ ン タ ー  268,159 回 778,042 千円

 東 毛 ワ ク チ ン 接 種 セ ン タ ー     87,762   

県 央 ワ ク チ ン 接 種 セ ン タ ー 180,397  

②   県接種会場による接種体制の整備 

市町村の接種体制を補完するため、県接種会場を設置し、希望する方が接種し

やすい環境を整備した。  

区 分 接種回数 事業費 

群 馬 県 ワ ク チ ン 接 種 加 速 化 セ ン タ ー  2,282 回 

臨 時 接 種 会 場  1,579 7,592 千円

ワ ク チ ン 接 種 巡 回 バ ス  1,920 20,516 

計 5,781     28,108 

 
 

 



 

 

 


